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序     文 
 

日本国政府は、ウズベキスタン共和国（以下、「ウ」国と記す）政府の要請に基づき、同国にお

いて「ウズベキスタン日本人材開発センター（UJC）プロジェクトを実施することを決定し、独立
行政法人国際協力機構（2003年９月30日までは国際協力事業団）が独立行政法人国際交流基金

（2003年９月30日までは国際交流基金）の協力を得て、2000年12月１日から2005年11月30日まで、

この技術協力を行っています。 

当機構は、本件協力期間が半ばを過ぎたことから、2004年３月２日から３月17日まで、中間評

価調査団を「ウ」国に派遣し、「ウ」国と合同でこれまでの活動実績並びにその成果と効果につい

て総合的な評価を行うとともに、今後のプロジェクトの活動の方向性について協議しました。 

これらの評価結果および今後の方向性に関する協議結果ついては、協議議事録に取りまとめら

れ、署名交換が行われました。 

この報告書は今回の評価調査および協議結果を取りまとめるとともに、市場経済移行国を対象

に当機構が実施する日本センター事業全体を視野に、日本側プロジェクト関係者との意見交換の

結果を併せて取りまとめたものであり、今後の日本センター事業を効果的かつ効率的に実施して

いくための参考として活用されることを願うものです。 

終わりに、この調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 
 平成16年４月 

 

独立行政法人国際協力機構 
アジア第二部 田口 徹 
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国 名：ウズベキスタン 案件名：ウズベキスタン日本人材開発センター 

分 野：人的資源開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：アジア二部東アジア・中央ア
ジア課 

協力金額（評価時点）：483,899千円 

（R/D）：2000年10月12日 先方関係機関：対外経済関係庁 協力期間 

協力期間：2000年12月１日～ 
     2005年11月30日 

日本側協力機関：国際協力基金 

１－１ 協力の背景と概要 

ウズベキスタン共和国（以下、「ウ」国と記す）は1991年の独立以降、カリモフ大統領の強力

な指導のもと「上からの改革」を進めているが、その手法は漸進的である。急進的改革を進め

る旧ソ連邦の他の独立国と比較して改革による経済への負の影響は少ないが、他方為替管理を

はじめとした各種規制により、90年代後半以降は民間部門の投資は大幅に後退した。かかる状

況のなか、本年５月以降、為替の一本化のための諸施策を取り始めており、IMF・世銀との関係
改善の兆しも見え始めているところで、本格的な改革への移行が実現すれば市場経済化のため

の人材需要が飛躍的に高まることが予想され、将来を見据えた人材育成を進めていく必要があ

る。 

一方、我が国政府は実務人材の育成に積極的に取り組むとともに、日本の「顔が見える」協

力の実現をめざして、アジアの市場経済移行国を対象として、いわゆる「日本センター」を設

立する計画を進めており、「ウ」国にもこれを設置する準備を進めてきた。 

 

１－２ 協力内容 

（１）上位目標 

１）「ウ」国の市場経済化への移行が促進される。 

２）「ウ」国と日本の間の相互理解と友好関係が強化される。 

 

（２）プロジェクト目標 

１）日本センターが、「ウ」国の市場経済化に必要な人材を育成するうえで重要な役割を担

うようになる。 

２）情報サービス、その他の日本センターで行われる各種プログラムを通じ、両国国民の

相互理解が促進される。 

 

（３）成果 

１）日本センターが適切に運営管理される。 

２）実践的なビジネスコースが継続的に実施される。 

３）日本語コースが継続的に実施される。 

４）日本センターが日本に関する情報を積極的に発信するとともに、多様なレベルでの交

流が活発化する。 
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（４）投入（評価時点） 

日本側投入 
長期専門家 ：６名 
短期専門家 ：21名 
現地講師 ：23名（含む６名パートタイム講師）
現地職員 ：８名 
研修員受入れ：５名 
機材供与（95百万円） 

「ウ」国側投入 
日本センター施設 
（改修費用38百万円は日本側負担） 
要員の配置 ：副所長、会計担当職員 
運営費用負担：施設賃貸料金 

２．評価調査団の概要 

担当分野 氏 名 所 属 

JICA派遣調査団員   

総括 魚屋 将 独立行政法人国際協力機構アジア第二部 
東アジア中央アジア課 課長代理 

副総括（有識者評価） 弦間 正彦 早稲田大学社会科学部 教授 

協力企画 田邉 秀樹 独立行政法人国際協力機構アジア第二部 
東アジア中央アジア課 職員 

ビジネスコース運営評価 大久保 信一 （財）国際開発センター 

評価・分析 黒田 康之 （財）国際開発センター 

通訳 菊次 厚子 （財）日本国際協力センター研修監理部 

国際交流基金調査団員   

日本語コース評価 吉岡 英幸 早稲田大学大学院日本語教育研究科委員長 
日本語研究教育センター 教授 

日本語コース企画 高橋 裕一 独立行政法人国際交流基金日本研究部日本語課 

日本国際協力センター（JICE）派遣調査団員  

相互理解促進 岩崎 薫 (財)日本国際協力センター開発業務部開発課 

調査期間：2004年３月２日～３月20日 評価種類：中間評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 評価結果の要約 
（１）妥当性 

市場経済化に資する人材育成との観点からは、「ウ」国の開発政策におけるニーズ（国家

人材育成プログラム等）と、我が国の対「ウ」国援助政策（2000年の経済協力総合調査の

結果等）に合致しており、本事業は妥当であると結論された。 

 

（２）有効性 

ビジネスコース・日本語コースともに、現地講師を育成するためのトレーナーズ・トレー

ニングと、一般受講者への直接授業方式の組み合わせが、変化するニーズへの対応を可能

にして高い効果を生んでいる。また、日本センター事業の実施により受講生および来館者
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への便益がもたらされており、かつ日本センターが「ウ」国のビジネススクール・日本語

教育業界の底上げとレベルアップに協力していることから、本事業は有効であるとの結論

に達した。 
 
（３）効率性 

タイムリーに投入された質の高い専門家が、現地職員および現地講師を指導しつつ質の
高いコース運営を行ってきたことから、投入に見合った成果が実現されており、本事業は
効率的であるとの結論に達した。 

 
（４）インパクト 

日本センターは、その活動を通じてビジネスおよび日本語能力の高い人材を輩出してき
ているとともに、「ウ」国の人々の日本への関心を高め、対日理解を深めつつあることが確
認された。また日本センターの運営自体が日本的経営によって実施されていることが更な
る日本理解につながっており、本事業は「ウ」国の人々の対日理解に大きな正のインパク
トを与えていると結論された。加えて、ビジネスコースの受講生の中から日本センターで
学んだ知識を活かして新会社を設立し、ビジネスとして成功させつつある事例も複数見出
された。彼らは日本センターで学んだお陰で自信をもって自分のビジネスに取り組めるよ
うになったと異口同音に述べていることも、特筆すべき点であると思料される。しかしな
がら、「ウ」国の市場経済化や経済発展へのインパクトを評価するには、さらに時間を要す
るものと考えられる。 
 

（５）自立発展性 
日本センターの現地講師や現地職員が専門家からの指導を受けてビジネスコース、日本

語コース、相互理解促進事業の計画と実施に際してより重要な役割を果たしつつあること
が確認された。すなわち技術移転の効果が現れつつあり、さらに将来の地方への活動の展
開は議論されていることなどから、これらの点では次第に自立発展性を高めつつあるもの
と結論された。ただし、財務的な自立発展性を高めることが今後の課題として指摘し得る。 
 

３－２ 効果発現に貢献した要因 
（１）計画内容に関すること 

１）現地講師を育成するためのトレーナーズ・トレーニングと一般受講者への直接授業方
式の組み合わせが、変化するニーズへの対応を可能にして高い効果を生んだ。 
２）質の高い専門家がタイムリーに投入された 

 
（２）実施プロセスに関すること 

１）本案件に対し「ウ」国政府側が極めて強い関心を示し、先方のニーズに一致したプロ
ジェクトとして事業が開始したこと。 
２）政府内で強い権限および権威を有し、かつ我が国援助の受入れ窓口機関でもある対外
経済関係省を先方政府の実施機関としたことにより、各種の特権免除等の便宜供与や問
題解決にあたり先方政府内で指導力が発揮されたこと。 
３）同省のイニシアチブで公布された政令（大臣会議令）により、日本センターに独立公
益法人としての法的なステータスが保障され、かつ「ウ」国内の独立公益法人（NPO）
として保有すべき各種の特権免除が明確に規定されたこと。 
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４）「ウ」国側および日本側から各１名の共同所長が任命され、「ウ」国側所長が法人とし
ての日本センターの運営および施設管理を日本側所長が各種事業の実施を担当すること
により、両者の責任範囲と役割分担が明確に規定されたこと。 
５）「ウ」国側所長を補佐する人材として、「ウ」国側から同国内の法令や規則に基づく日
本センター運営のための事務、特に法務および会計業務を担当する経験豊富な職員が常
勤で任命され、法人としての日本センターの円滑な運営が可能となったこと。 

 
３－３ 結 論 
５項目評価の結果もおおむね肯定的な結果が得られ、受講生や来訪者が日本センターの活動

におおむね満足していることが判明した。さらに、今次協力期間終了後も引き続き日本センタ
ーの活動を継続してほしいとの極めて強い要望が「ウ」国政府側および受講生などの来訪者か
らなされ、日本側・「ウ」国側の双方で本プロジェクトがおおむね順調に進捗していることの共
通認識が得られた。 
 

３－４ 提 言 
（１）ビジネスコース 

成果に向けて着実に実績を積み重ねており、現地講師育成をはじめとするこれまでの活
動の自立発展性の向上、裨益者の拡大に重点を置きながら継続することが求められる。 
長期的な視点からは、他国の支援を受けたビジネスコースを有する大学の設置等、日本

センターのビジネスコースとの競合の可能性が高い機関の状況および新たな教育制度の下
で教育を受けた世代が徐々にビジネスコースの対象になってくることなど、ビジネスコー
スを取り巻く環境に留意する必要がある。 

 
（２）日本語コース 

従来どおりの一般日本語学習者層の需要への対応を行いつつ、他機関の日本語教師への
支援を強化し、日本語教育の核となる高い日本語能力または日本に関する専門的能力をも
った人材の育成をめざすことが求められる。 

 
（３）相互理解促進事業 

事業の目的意識を共有するため、JICA、国際交流基金、外務省文化交流部との間で、活
動内容、可能なサポートおよび協力関係について協議する必要がある。またそれに基づき
パフォーマー、講師の派遣等のサポート体制を整える必要がある。 
また、日本センター事業の三本柱の一つとして本格的な事業展開を求めるのであれば、

相互理解促進事業専属の長期専門家の配置が必要である。 
その他、日本国内における日本センターの広報および「ウ」国に関する情報の発信が有

益である。 
 

（４）地方展開 
ビジネスコースを念頭に、実施中のニーズ調査を踏まえ実施都市および科目を決める。

その試行結果を見ながら科目と地域を増やしていく。 
 

（５）ITコース 
ヨーロッパ市場を視野に、IT産業支援として、システムエンジニア、プロジェクトマネー
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ジャーの育成を行うことは有益である。 
（６）協力期間終了後の協力継続と日本センターのあり方 

日本センター事業が従来の技術協力プロジェクトと異なる点を明確にし、これを関係者
間で共有する必要がある。具体的には、日本センターの目標（理念）、協力終了の条件、運
営体制、財政、裨益対象、PDMの役割等について整理することが求められる。 

 
３－５ 教 訓 
（１）事前調査の段階でビジネスコースおよび日本語コースのコースデザインを策定したこと
により、ニーズに適したコースを提供することができた。 

（２）特に、ビジネスコースについて現地の企業や工場を訪問してのニーズ調査およびビジネ
ス教育機関の訪問による既存のビジネスコースとの差別化を意識した方法が適切であっ
た。 

（３）また日本語コースについて、国際交流基金が事前調査団を派遣して、日本語教育の現状
およびニーズを把握したうえで専門家を派遣したことが適切であった。 
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第１章 中間評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯 
（１）ウズベキスタン日本人材開発センターは、2000年10月に討議議事録（Record of Discussions：

R/D）を締結、2001年８月に開所して以来、ビジネスコース、日本語コースの開講および相互
理解促進事業の実施を行ってきており、これまでの総入館数が延べ７万人に達するなど現地で

の評判は非常に高い。 

（２）本格的な活動が開始されて以降、ウズベキスタン共和国（以下、「ウ」国と記す）の経済状

況の変化などにより開所当時に調査・想定した現地ニーズにも変化が生じている。R/Dにて合
意した協力期間の後半に向けて、より効果的な事業を実施していくためにも、これまで実施し

てきた各コースについて検証を行うとともに必要に応じて改善を行う必要がある。 

（３）また日本センター事業については、通常の技術協力プロジェクトとは異なり、共同事業と

して中長期的に実施することが求められており、今後の事業実施について先方政府と協議を行

う必要がある。 

（４）さらに現在、首都であるタシケントにて日本センターを設置し事業を実施しているが、先

方政府からはタシケントのみならず地方での日本センター事業の実施を要請してきているこ

とから、日本センターの地方展開についても検討・協議を行う。 

 

１－２ 調査の目的 

 プロジェクト開始から約３年５か月、開所から約２年７か月を経過した日本センターのこれま

での活動および運営について先方政府と協議、プロジェクト関係者等からのヒアリング等を通じ

て、その活動の中間評価を行うとともに、当面の懸案事項や今後の協力のあり方について協議し、

先方との合意事項について協議議事録（Minutes of Meetings：M/M）で確認を行い、残り１年７か
月間の活動の方向性およびその後のプロジェクト継続の必要性・妥当性について関係者間で共通

認識を醸成することを目的とする。 

 

１－３ 調査団の構成 

（１）JICA派遣調査団員 

担当分野 氏 名 所 属 

総 括 魚屋 将 
独立行政法人国際協力機構アジア第二部 
東アジア中央アジア課 課長代理 

副総括（有識者評価） 弦間 正彦 早稲田大学社会科学部 教授 

協力企画 田邉 秀樹 
独立行政法人国際協力機構アジア第二部 
東アジア中央アジア課 職員 

ビジネスコース運営評価 大久保 信一 （財）国際開発センター 

評価・分析 黒田 康之 （財）国際開発センター 

通 訳 菊次 厚子 （財）日本国際協力センター研修監理部 
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（２）国際交流基金派遣調査団員 

日本語コース評価 吉岡 英幸 
早稲田大学大学院日本語教育研究科委員長 
日本語研究教育センター 教授 

日本語コース企画 高橋 裕一 独立行政法人国際交流基金日本研究部日本語課 

 

（３）日本国際協力センター（JICE）派遣調査団員 

相互理解促進 岩崎 薫 （財）日本国際協力センター開発業務部開発課 

 

１－４ 調査日程 

日程 
 月日 曜日 時間 魚屋、田邉、

岩崎、菊次 
弦間 黒田 大久保 吉岡、高橋 宿泊 

1 3月2日 火 13:30 成田発（OZ-101) 
   16:10 ソウル着 

   17:20 ソウル発(OZ-573) 
   21:00 タシケント着 

タシケント 

2 3月3日 水 AM JICA事務所訪問 
   PM 日本センターとの打ち合わ

せ 

タシケント 

3 3月4日 木 終日 現地調査 タシケント 

4 3月5日 金 終日 現地調査 タシケント 

5 3月6日 土 終日 

 

現地調査 タシケント 

6 3月7日 日 終日 13:05 ミネア
ポリス発
(NW-019) 

資料整理 タシケント 

7 3月8日 月 AM 現地調査 

   PM 

 

21:05 ソウル
着 日本センターとの打ち合わ

せ 

 

タシケント 

8 3月9日 火 13:30 成田発 
（OZ-101) 

 成田発
（OZ-101) 

 

   16:10 ソウル着  ソウル着  

   17:20 ソウル発(OZ-573) ソウル発
(OZ-573) 

 

   21:00 タシケント着 

現地調査 

タシケント着  

9 3月10日 水 AM 大使館表敬 タシケント 

    対外経済関係庁表敬  

   PM JICA事務所打ち合わせ  

    日本センター打ち合わせ  

10 3月11日 木 終日 現地調査 タシケント 

11 3月12日 金 終日 17:00 タシケ
ント発
(HY-761) 

タシケント、
アルマティ 

    
現地調査 

19:40 アルマ
ティ着 

 

12 3月13日 土 終日 
現地調査 

資料整理 タシケント、
アルマティ 
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13 3月14日 日 終日 
資料作成 

タシケント→
アルマティ 

資料整理 タシケント、
アルマティ 

14 3月15日 月 AM 
対外経済関係庁との協議 

日本センター
打ち合わせ 

日本センター
打ち合わせ 

タシケント、
アルマティ 

   PM 合意文書署名 現地調査   

15 3月16日 火 AM 
大使館報告 

13:55 アルマ
ティ発
(HY-764) 

タシケント、
アルマティ 

   PM JICA事務所報告 
   22:30 タシケント発（OZ-574) 

現地調査 
（終日） 

14:45 タシケ
ント着 

 

16 3月17日 水 8:50 
ソウル着 

現地調査 
（終日） 

8：25 タシケ
ント発
(HY-527) 

アルマティ 

   11:30 ソウル発 
(OZ-104) 

10:40 ソウル
発(NW-008) 

ソウル発 
(OZ-104) 

   

   13:40 成田着 10:50 ミネア
ポリス着 

成田着  19:00 成田着  

17 3月18日 木  現地調査 
(終日） 

アルマティ 

18 3月19日 金  アルマティ  

    →フランクフ
ルト 

 

    フランクフル
ト→ 

機内泊 

19 3月20日 土  

   

成田着 

 

 

 

１－５ 対象プロジェクトの概要 

（１）背景・経緯 

「ウ」国は1991年の独立以降、カリモフ大統領の強力な指導のもと「上からの改革」を進め

ているが、その手法は漸進的である。IMFをはじめとする西側援助機関の構造調整を導入し、
急進的改革を進める旧ソ連邦の他の独立国と比較して改革による国内の混乱は少なかったが、

為替管理をはじめとした各種規制により、90年代後半以降は民間部門の投資は大幅に後退した。 

我が国政府は、実務人材の育成に積極的に取り組むとともに、アジアの市場経済移行国を対

象に日本の「顔が見える」協力の実現をめざし、いわゆる「日本センター」を設立する計画を

進めてきた。ウズベキスタン日本人材開発センターもかかる構想に基づき、「市場経済移行支

援」をめざし設立されたものである。 

一方、「ウ」国の経済発展に関しては、依然として多くの問題が残る。 

「ウ」国は、2003年10月に為替交換性を確立しIMF８条国に移行したが、国内の経済活動に
は様々な障害があり、これをもって本格的な改革が始まったとはいえない状況にある。 

しかしながら、「ウ」国の経済発展に関して、将来を見据えた人材の育成は重要な意義をも

つ。かかる人材には将来的な改革に移行する原動力としての役割が期待されるとともに、本格

的な改革への移行が実現すればその需要はさらに飛躍的に高まることが予想される。 
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（２）上位目標 

１）「ウ」国の市場経済化への移行が促進される。 

２）「ウ」国と日本の間の相互理解と友好関係が強化される。 

 

（３）プロジェクト目標 

１）日本センターが、「ウ」国の市場経済化に必要な人材を育成するうえで重要な役割を担う

ようになる。 

２）情報サービス、その他の日本センターで行われる各種プログラムを通じ、両国国民の相互

理解が促進される 

 

（４）成 果 

１）日本センターが適切に運営管理される。 

２）実践的なビジネスコースが継続的に実施される。 

３）日本語コースが継続的に実施される。 

４）日本センターが日本に関する情報を積極的に発信するとともに、多様なレベルでの交流が

活発化する。 

 

（５）活 動 

1-1 スタッフを配置し、日本センターの組織づくりを行う。合同調整委員会等の意思決定機

関を設置し、運営する。 

1-2 日本センターのステイタスを確立する。 

1-3 現地スタッフを育成する。 

2-1 ニーズを的確に把握し、コース・カリキュラムを設計する。 

2-2 受講生を募集し、コースを実施する。 

2-3 実施結果を評価し、コースデザインにフィードバックする。 

2-4 上記マネジメント、講義の実施が可能な現地人材を育成する。 

3  日本語コースを継続的に実施する。（おおむねビジネスコースの例に同じ） 

4  日本に関するインフォメーション・サービスの実施、その他各種交流プログラムの誘致、

実施支援業務を実施する。 

 

（６）投 入 

１）日本側投入 

・長期専門家（共同所長、業務調整員、ビジネスコース運営指導、日本語コース運営指導） 

・短期専門家（ビジネスコース講師） 

・機材供与（視聴覚教材、パソコン、図書類等） 

２）｢ウ」国側投入 

・要員の配置：共同所長、会計士兼業務調整員 

・施設の提供 

・管理運営費の支払い 

・その他：機材輸入に対する免税措置 
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１－６ 評価調査の基本方針 

（１）インドシナ、中央アジア、モンゴルを含む体制移行国を対象に展開している日本センター

事業全般に関し、国ごとの特殊性を踏まえつつ事業の基本コンセプトや共通課題の見直しの必

要性を検討する一助とするため、可能な限り日本センター事業の「共通目標」と「ウ」国にお

ける「個別目標」を峻別すべく検討を行う。 

（２）「ウ」国の経済改革や市場経済化の進展度を踏まえ、日本センターを取り巻く環境や期待さ

れる役割についてプロジェクト開始当初との差異を明確化し、今後の活動の目標および方向性

の検討のための指針とする。 

（３）これまでの活動実績のモニタリング結果を評価の出発点としてとらえ、R/Dで合意したプロ
ジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）をもとに評価５項目によ
る評価グリッドを作成すると同時に、今後の日本センターの活動や展開の指針とすべき重点評

価項目を「１－７」のとおり設定し、重点的な調査および協議を行う。 

（４）先方政府、日本センター関係者、日本大使館、JICA事務所、日本貿易振興機構（Japan External 
Trade Organization：JETRO）事務所、駐在日本企業、コース修了者、他のビジネスコース実施
機関、他の日本語教育機関、聴講生予備軍、一般市民など幅広い層の人々から日本センターの活動

に対する意見や評価を聴取するとともに、日本センターの存在を知りつつ活用してこなかった人々

の意見も併せて聴取する。 

（５）プロジェクト全体を包括的にとらえるため、プロジェクト実施にかかわるJICA、国際交流
基金、JICE事務局から団員が参団してそれぞれの役割の見直しあるいは再確認を行うととも
に、「ウ」国の現状に詳しい外部有識者を団員に加えて客観的な評価および今後の活動への建

設的な提言を行う。 

 

１－７ 重点評価項目 

（１）ウズベキスタン日本人材開発センターは総じて日本センター事業の成功事例の一つとして

認識されてきているが、その成功要因の分析と同認識の妥当性を検討する。 

（２）これまでに実施してきたビジネスコースに関しては、「ウ」国ビジネス教育市場におけるポ

ジショニング、ターゲットグループの設定、本邦からの人材の投入および現地人材の活用状況

の妥当性を検討する。今後のビジネスコースの活動の対象層、活動地域、目標、内容、方策等

について検討し、提言を行う。 

（３）これまでに実施してきた日本語コースに関しては、「ウ」国日本語教育市場におけるポジシ

ョニング、活動・支援対象、本邦からの人材の投入および現地人材の活用状況の妥当性。また、

日本センターが設定している今後の日本語教育業務の活動の対象、目標、内容、方策の妥当性

を検討する。 

（４）これまでに実施してきた相互理解促進事業に関しては、他先進国の文化センター等との比

較における優位性、ターゲットグループ、活動地域、活動内容および水準、本邦からの投入〔４

月に赴任予定の青年海外協力隊員（JOCV）の配置のTORを含む〕の妥当性を検討する。また、
日本センターの優位性を活かした今後の相互理解促進事業のニーズ、展開の可能性、必要な措

置、方策等について検討し、提言を行う。 



－6－ 

（５）日本センターの活動のインパクトの観点から、日本センターが行う「人材育成」とプロジ

ェクト目標として当初PDMに明記された「『ウ』国の市場経済化の促進」および「両国間の相
互理解促進」の達成度との因果関係を整理する。その評価指標およびプロジェクト期間終了時

までの目標値設定の可能性について検討し、提言を行う。 

（６）他のODA事業との連携および役割分担の考え方を整理する。特に本邦JICA国際研修センター
の海外版として、本邦研修による人材育成との住み分けのあり方について検討する。また、新

規協力案件の発掘機能の活用状況について確認する。 

（７）ウズベキスタン事務所が提案する今後の日本センターの事業展開・新機軸案（特に、地方

展開、サブプロジェクトの実施、活動の４番目の柱としての「IT」人材育成事業）の可能性と
方向性。またそのために必要な更なる投入の必要性と妥当性を検討する。 

（８）後日、別途終了時評価を経て決定されるプロジェクト期間終了後の協力継続の必要性、妥

当性を予備的に検討する。また自立発展性の観点からは、日本センター運営の現地化の可能性

と妥当性、JICAプロジェクト予算および国際交流基金予算による投入以外の日本センター独
自の財源確保の可能性と方策を予備的に検討する。 
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第２章 調査結果の概要 
 

２－１ これまでの活動のモニタリング結果 

 2000年10月13日に締結されたR/Dの中で合意されたPDMに基づき、これまでの日本センターの活
動実績を踏まえてプロジェクトの成果、プロジェクト目標、上位目標の達成状況について「ウ」

国側と共同でモニタリングを行った結果、日本センターの運営および三大事業であるビジネスコー

ス、日本語コース、相互理解促進事業においてそれぞれおおむね効果的な活動が行われた結果、

期待された成果を上げつつあることが確認されるとともに、２つのプロジェクト目標の達成に向

けて順調に進捗しているとの認識で一致した。 

 

２－２ 評価５項目による評価結果 

（１）妥当性（Relevance） 
市場経済化に資する人材育成との観点からは、「ウ」国の開発政策におけるニーズ（国家人

材育成プログラム等）と、我が国の対「ウ」国援助政策（2000年の経済協力総合調査の結果等）

に合致しており、本事業は妥当であると結論された。 

 

（２）有効性（Effectiveness） 
ビジネスコース・日本語コースともに、現地講師を育成するためのトレーナーズ・トレーニ

ングと一般受講者への直接授業方式の組み合わせが、変化するニーズへの対応を可能にして高

い効果を生んでいる。 

また、日本センター事業の実施により受講生および来館者への便益がもたらされており、か

つ日本センターが「ウ」国のビジネススクール・日本語教育業界の底上げとレベルアップに協

力していることから、本事業は有効であるとの結論に達した。 

 

（３）効率性（Efficiency） 
タイムリーに投入された質の高い専門家が、現地職員および現地講師を指導しつつ質の高い

コース運営を行ってきたことから、投入に見合った成果が実現されており、本事業は効率的で

あるとの結論に達した。 

 

（４）インパクト（Impact） 
日本センターは、その活動を通じてビジネスおよび日本語能力の高い人材を輩出してきてい

るとともに、「ウ」国の人々の日本への関心を高め、対日理解を深めつつあることが確認さ

れた。また日本センターの運営自体が日本的経営により実施されていることが更なる日本理

解につながっており、本事業は「ウ」国の人々の対日理解に大きな正のインパクトを与えてい

ると結論された。 

加えて、ビジネスコースの受講生の中から日本センターで学んだ知識を活かして新会社を設

立し、ビジネスとして成功させつつある事例も複数見出された。彼らは日本センターで学んだ

お陰で自信をもって自分のビジネスに取り組めるようになったと異口同音に述べていること

も、特筆すべき点であると思料される。 

しかしながら、「ウ」国の市場経済化や経済発展へのインパクトを評価するには、さらに時
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間を要するものと考えられる。 

 

（５）自立発展性（Sustainability） 
日本センターの現地講師や現地職員が専門家からの指導を受けてビジネスコース、日本語コ

ース、相互理解促進事業の計画と実施に際してより重要な役割を果たしつつあることが確認さ

れた。すなわち技術移転の効果が現れつつあり、さらに将来の地方への活動の展開は議論され

ていることなどから、これらの点では次第に自立発展性を高めつつあるものと結論された。 

ただし、財務的な自立発展性を高めることが今後の課題として指摘し得る。 

 

２－３ 日本側関係者との意見交換の結果 

（１）日本センターの活動と市場経済化の因果関係 

「ウ」国における市場経済化が遅々として進んでいないとの現状認識に立って、日本センターの

活動が上位目標である市場経済化の促進にどのようなインパクトを与えているか、またそれを

どのように評価するべきかについて、JICA事務所および日本センター関係者から問題提起が
あった。日本センター事業の基本コンセプトや評価のあり方と併せ、JICA本部にて明確な方
針を打ち出していく必要があるとの認識で一致した。 

 

（２）ビジネスコースのあり方 

ビジネスコースの目玉である実務家対象ビジネスコース（ Professional Management 
Program：PMP）コースについて、全日制のA-1に比べ夜間のA-2への日本人講師の投入が少な
いこと、A-2コースに対する受講生側のニーズが増加していることを踏まえ、A-1およびA-2コ
ースの構成、日本人講師の投入を見直し、夜間コースにも日本人講師がより厚く参画するコー

スとすることが提案され、第５回PMPコースから導入することとなった。今後、そのための詳
細設計を行う必要があり、またJICA本部での講師専門家の人選方法が原則として公示型にな
ることへの対応などから、コースの開始は７月後半以降に想定される。 

また、問題解決型Bコースおよび日本的経営Cコースについても積極的に実施していく必要
があるとの認識で一致した。 

 

（３）日本語コースのあり方 

現地関係者からは、通訳養成講座の実施などに際して追加的な人員の短期投入が必要との強

い要望があり、また「ウ」国側からも増加するニーズに対応するため受講者数を増やすことが

要望されたものの、日本語コースを担当する国際交流基金からの追加投入は当面困難との見通

しであることから、現地人日本語講師のレベル向上に注力する（現在の非常勤講師中心の構成

を常勤講師主体にシフトするなど）とともに、通訳養成講座など通常の日本語教育とは異なる

特殊なニーズに対しては、JICAベースでの専門家の派遣やボランティアスキームで対応する
可能性を、JICA本部および国際交流基金にて検討していくこととなった。 
 

（４）相互理解促進事業 

これまで相互理解促進事業を専管する長期専門家が派遣されておらず、短期的にも本邦から

の人的投入がないなかで、業務調整専門家が現地人材などの限られたキャパシティを活用して
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実施してきている。生け花、茶道などいくつかのテーマでは定期的かつ継続的な実施が強く要

望されているものの、現在の実施体制では対応は極めて困難との問題意識が提示され、同事業

を担当する人材の長期（あるいは短期）派遣の必要性が指摘された。 

また、本事業を通して「ウ」国における対日理解は相当のインパクトをもって進みつつある

ことが確認された。今後、同事業の対象を一般市民とし幅広く対日理解を促進することに加え、

知日家（更には親日家）を育成していく必要性が指摘された。 

他方で、日本人の対「ウ」国理解が進んだとは言い難い部分があり、「相互」ではなく「対

日理解促進」に限定すべきではないか、あるいは本邦における日本センター事業の広報促進や

ターゲットの関心層への明確化が必要といった議論もなされた。 

なお、土日を休館日としている現状では仕事を持つ人々が日本センターを利用できないとの

一部利用者からの強い要望を踏まえ、１か月程度のあいだ土曜日の開館を試行する予定とのこ

とであり、その間に専門家の勤務時間とローテーションのあり方や現地職員の配置を含む実施

体制の確立に向けた検討を行うこととなった。 

さらに、相互理解促進事業を日本センター事業全体の中でどのように位置づけるのかという

根本的な面で当初より十分な方針が提示されていないことから、今後日本センター事業の基本

方針や基本コンセプトの中で明確化していく必要があり、他の国の日本センターとの調整を含

めて関係者間でコンセンサス形成を図る必要があるとの結論に達した。 

 

（５）地方展開の必要性 

タシケントでの活動が軌道に乗ってきていることを踏まえ、日本センターの開所当初から大

統領をはじめとする「ウ」国側関係者から強い要望のあった地方展開について検討する時期に

来ているとの問題意識が提示され、その具体的な可能性について協議を行った。 

将来的には地方の数都市程度に支部機能を持つ拠点を置き、現地職員および可能であれば

日本人を常駐させて定期的な活動の展開を図ることが求められるが、そのためにはプロジェ

クトへの更なる人的予算的な投入が不可欠である。当面の措置として、2004年度に数箇所の

地方都市でビジネスコースを試行的に実施し、その結果や経験を踏まえて検討することとな

った。 

「ウ」国側との協議では、先方から具体的にウルゲンチ（ホレズム州）、ブハラ、フェルガ

ナがその候補地として提案され、そのうちのブハラを今回調査期間中に訪問してニーズの確

認および実施体制の確保可能性を検討した（詳細は「２－４」を参照）。 

なお、「ウ」国第二の都市であるサマルカンドについては既に日本語教育も実施されており、

日本に関する情報へのアクセスがある程度可能となっていることから他の都市を優先させた

いとの先方意向であった。 

 

（６）情報技術（IT）コースの開始 
本年度派遣されたIT専門家のコース設計に沿って、2004年度の実施に向けて早急に着手する

こととなった。 

 

（７）日本センター事業の継続 

「ウ」国側から、両国民間の相互理解と友好関係の促進というニーズは将来にわたってなく
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なることはないとの指摘があったとおり、「ウ」国においては日本センターの存在自体への期

待やニーズが極めて大きく、また市場経済化のための人材育成においても変化するニーズに柔

軟かつ的確に対応することが求められることから、５年ごとのPDMの見直しやR/Dの更新を行
うことは必要であるものの、長期にわたる継続的な協力を念頭に事業を展開していく必要性に

ついて改めて共通認識を得た。 

日本センター事業が技術協力プロジェクトとしての位置づけ以上に、国内のJICA国際セン
ターの海外版としての役割を期待されているとおり、人材育成および相互理解促進の「場」と

しての役割を明確化し、日本センターの基本コンセプトの中に位置づけていくことが必要と思

料される。 

 

２－４ ブハラ視察結果 

（１）地方展開の候補地視察 

今後の地方展開のニーズの把握および実施体制確保の可能性を予備的に検討するため、調査

団員の一部（魚屋団長、弦間団員、田邉団員、菊次団員）、浅見JICA事務所所員、日本センター
の関係者（岩波所長、関専門家、グルミラ「ウ」国側所長代理、現地職員１人）合計９人によ

り、「ウ」国側から提案のあった地方展開先候補地の一つであるブハラ市を３月12～13日の２

日間にわたって訪問し、対外経済関係庁が提案した日程および訪問先に従って、ブハラ州副知

事等との面談・協議、国立ブハラ大学および国立ブハラ繊維軽工業大学の視察を行った。 

 

（２）ブハラ市庁訪問（３月12日 17：00～19：00） 

ブハラ市庁において、アリモフ・ブハラ州対外経済関係担当副知事 兼 対外経済関係庁ブ

ハラ局長、ハムダモフ・ブハラ州経済担当副知事、サファロフ・ブハラ市副市長、イサコフ・

ブハラ州輸出投資家支援センター所長と面談し、日本センター事業の概要を説明するとともに、

ブハラにおけるビジネス人材育成のニーズについて聴取した。 

その結果概要は以下のとおり。 

１）ブハラ州は農業地域であるとともに、多くの外国投資家との合弁会社（35社）を有する産

業地帯として発展してきており、特に軽工業（繊維）、エネルギー（石油の精製および航空

燃料）、商業、観光、食品加工、靴製造業などが主要産業となっている。 

２）「ウ」国は世界経済への統合の過程にあり、ブハラでもビジネス人材育成を重視している。

ブハラ市内にある主要３大学のうち医科大学を除く２大学に経済学部を新設し、ビジネス・

マネジメントやマーケティングなどを教え始めている。 

３）しかし、新設のフェルメル（小規模自営農場）の経営者や合弁企業で働く人材などが、よ

り多くの経験や知識を学ぶ必要があり、日本の経済発展の経験を含めビジネス・コースのニ

ーズは非常に高い。 

４）もし、ブハラに日本センターが設立される場合には、対外経済関係庁のブハラ支局をはじ

めブハラ州政府をあげて最大限の協力を行う用意がある。形態はタシケントのセンターの支

部という形でも独立したセンターという形でも構わない。スペースについても無償で提供す

る用意があり、その候補地としてブハラ州庁舎内にあるブハラ州輸出投資家支援センター、

国立ブハラ大学、国立ブハラ工科大学（食品・軽工業）の３か所を提案するので、明日現地

を見てもらいたい。 
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（３）国立ブハラ大学（３月13日 ９：30～11：00） 

ムキモフ学長と面談し、協議および視察した結果概要は以下のとおりである。 

１）ブハラ国立大学は1930年に教育大学として設立。1992年に大統領令により国立の総合大学

となった。その後、経済学部、農業学部をはじめとする10の学部を新設し、現在では学生数

5,500名（加えて通信教育1,500名）を数える。 

２）うち経済学部はフランス、英国、米国、EU-TACIS（Technical Assistance to Commonwealth 
of Independent States：独立国家共同体に対する技術支援）、テンポス・プログラムなどとの
協力関係を築いている。農業学部は米国メリーランド大学と協力関係を有し、国外からも高

い評価を得ている。ビジネススクールもあり、アカデミックリツェ（普通高校）やプロフェ

ショナル・カレッジ（高等専門学校）の教員の再訓練も実施している。 

３）日本センターで実施しているビジネスコースの内容は本学の経済学部の目的・方向性とも

合致しており、非常に関心がある。是非センターのブハラ展開の拠点には本学を選択してほ

しい。 

４）経済学部の１階にはパリ・センター、韓国センター、イタリアセンターなど各国に対応し

た協力拠点があって機能し始めている。韓国センターでは韓国国際協力団（Korean 
International Cooperation Agency：KOICA）のボランティアがパソコンを教えており、近い将
来別のボランティアが着任次第、韓国語コースも開始予定である。また、パリ・センターは

フランス第11大学との協力で遠距離授業と講師派遣を組み合わせて各種コースを開講する

予定である。 

５）日本センターのスペースとして、同じ建物の同じ階の奥の２～３部屋を無償で提供するこ

とが可能である。 

６）（視察結果）大学の立地はブハラ市新市街の中心部から遠くなく、地理的アクセスは比較

的よい。大学構内への一般人の入構の容易さは十分確認できなかったが、提案されたスペー

スは大通りに面した正門のそばの学棟の１階にあり、他のドナーの提供するコースやプロジ

ェクトと同じ階に隣り合わせる形であり、アクセスはしやすい。改修工事をほぼ終えており、

内装は比較的きれいで清潔。候補地として検討は可能。 

 

（４）国立ブハラ工科大学（食品・軽工業）（３月13日 11：30～13：00） 

ホジャエフ学長以下合計10人の大学幹部が調査団の訪問を出迎え、協議と視察を行った。そ

の結果概要は以下のとおりである。 

１）1977年設立。食品・石油ガス・軽工業・繊維分野の人材を養成している。学生数2,500名

（加えて通信制2,200名）。教育と産業の統合をめざす。 

２）ビジネス経営学部を新設し、経済・マネジメント・マーケティングを教えている。教授陣

の65％がそれに必要な学位を持つ。 

３）ビジネススクールは設立３年目。主としてフェルメルを対象にビジネスプラン作成を指導。

教員の再訓練・再養成センターとしても機能。企業の要請でオーダーメードの人材育成も実

施。国内の産業部門と人材育成協定を締結。 

４）ビジネスコースでは食品産業、繊維分野、石油ガスの各部門にビジネス・マネジメント人

材を提供していく必要があるが、十分な数の人材を養成ができる状況にない。 

５）研究センターでは外国語（英、仏、独）の学習が可能。これに日本語も加えたい。 
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６）日本センターの活動は本学のニーズに合致しており、ブハラ支部を設立するならば是非本

学を選定願いたい。必要なスペースを無償で提供するほか、最大限の協力を行う用意がある。 

７）（視察結果１）視察した大学は国立ブハラ大学から１ブロック南側に広がっており、新市

街の中心部からの距離はより離れている。キャンパスへの入構は比較的容易と思われるが、

提示されたスペースは本部棟の語学研究センターと同じ３階でアクセスは比較的不便と思

われた。必要に応じ３部屋まで無償で提供が可能とのことであった。 

８）（視察結果２）ブハラ旧市街に別棟があって、そこで教員の再訓練を実施中と聞き、そこ

も訪問して視察した。観光地のブハラ城の裏手にあたり、ブハラ旧市街の中心にある。授業

は行われていなかったが、ある程度の施設と設備が自己資金による調達で整っており、教え

る内容のコンテンツを現在引き続き開発中。内装もきれいで清潔。本学を候補とする場合に

は本部キャンパスよりも別棟の妥当性が高いとの結論。ここでも必要に応じスペースの無償

提供が可能。ブハラで視察した候補地の中では最も可能性が高いものと見受けられた。 

 

２－５ 団長所感 

（１）ウズベキスタン日本人材開発センターは派遣された専門家の尽力並びに「ウ」国側の支援

もあり、これまで順調に活動を行ってきており、受講生本人、受講生を派遣した企業関係者お

よび交流事業参加者等にモニタリングした結果からも、とても高い評価を得ていることが確認

できた。 

 

（２）日本センターの運営に関しては、日本側専門家とナショナルスタッフの連携が取られ、各

コースの実施および行事等の運営において極めてスムーズに業務を行っているとの感触を得

た。今後活動が継続･拡大していくなかで、将来の財務面での自立発展を視野に入れて、受講

料等の収入の使途および規模に関して日本側と「ウ」国側で検討する必要があると思料する。 

 

（３）活動の三本柱に関しては以下のとおりの所感である。 

１）ビジネスコース 

受講生の中から企業を立ち上げ実際のビジネス界に飛び込んでいった事例が複数あるこ

とは、日本センターの功績であると考える。また起業した元受講生からも日本センターで

の受講を経て自信をもってビジネスを始めることができたとの指摘を受けている。今後はコ

ース構成の若干の組み換えも検討されているが、これまでの良い評判（修了証の価値など）

をさらに高めるようにする工夫が必要であると考える。 

２）日本語コース 

現地人講師を使った効率的な事業展開をしており、タシケントでの日本語教育関連機関と

の連携も図りつつ効果的な事業を実施していると感じた。「ウ」国側からは受講可能者の人

数増について要望があるが、これについては現在の施設規模、講師の稼働可能性とも合わせ

て検討する必要があると思う。また、ハイレベルな通訳の養成に関してもニーズが指摘され

ており、投入を含めて検討すべきであると考える。 

３）相互理解の促進事業 

当該分野担当の専門家が不在のなか、在留邦人の協力も得て苦心しながら実施している状

況が確認できた。今後JOCVの派遣も予定されているが、本邦から人・物の支援が必要であ
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ると感じた。日本人向けの対「ウ」国理解促進に関してはターゲットを絞りつつも本部事務

局の支援を得て、今後実施していく必要があると感じた。 

 

（４）今後の展開 

協力開始当初から要望がある日本センターの地方展開に関し、当面は複数の地方都市におい

てビジネスコースのモジュール的な実施によりニーズを確認しつつ、活動範囲を拡大する方向で進

めるべきと考える。調査期間中候補地の一つであるブハラ市を訪問したが、カウンターパート

（Counterpart：C/P）機関である対外経済関係庁の出先機関の支援も得られるようであり、ポ
テンシャルもあると感じた。変化の早いIT分野に関しては既に派遣された短期専門家の報告に
基づき、System Engineer（SE）、Project Manager（PM）を育成することを想定したコースを早
期に着手する必要があると思料する。 

協力期間に関して、先方から長期的に継続してほしいとの要請があった。また、関係者との

協議を経て、現状の日本センター事業が市場経済化に資する人材の育成と両国国民の相互理解

増進が活動の目的となっており、活動の成果が発現するまでに少なからず時間がかかること、

また現地のニーズに適応して活動の中身、投入形態も変化する可能性があり、日本センターと

しての使命、協力期間のあり方について見直しの必要性を認識した。 

 

２－６ 有識者評価の結果 

（１）有効性について 

ビジネスコースと日本語コースの受講生、そして相互理解事業の現地参加者の満足度は高く、

受講者・参加者に十分に便益がもたらされてきたものと考える。今後の更なる有効性向上のた

めの一つの可能性として、ビジネスコースにおいては独自教材の開発・公開（本、ビデオなど

の形で）があるものと考えられる。これにより多くの人が将来にわたって利用可能となる形で

知識・情報を蓄積する、つまりフローで実施してきたものをストックに変えていくことができ

るのではないかと思われる。さらに、「ウ」国の他の教育・研修機関の教師、そしてそこの学

生が日本的経営の成功事例について学習し得るような情報発信センターとなることも可能で

ある。そのような機能に対するニーズと期待は「ウ」国において非常に高い。 

また、日本語コースに関しても同様で、「ウ」国の高等教育機関が日本語のクラスを設け、

運営する場合にはカリキュラムや教材について相談にのれるような体制を整備することがで

きたとしたら、より多くの人が間接的ではあるが便益を享受できるようになるものと思われる。 

しかし、これらの追加的な業務を実施するためには、派遣専門家のもつ高度な専門性が必要

になるため、派遣専門家がこれまで担ってきた直接教える業務を現地講師にこれまで以上に移

管して、派遣専門家の業務調整をすることが必要になってくるものと考える。このことによっ

て、研修事業の更なる現地化が同時に可能になるものと考える。 

さらに相互理解促進事業においては、文化紹介のための10人から20人募集のコースに100人

以上の応募があることもあり、実施事業に対する現地の関心は高い。そして、小中学校におけ

る訪問展示などに対するニーズも高い。これらは広く日本の文化・社会について知ってもらう

絶好の機会となっている。極めて有効性の高い事業となっている。そして、文化紹介のプログ

ラムでは、より高度の知識を得たいと考えている過去のコース参加者がいることがわかった。

これらのニーズに答えることができるような体制をつくることも今後重要になってくるもの
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と考える。 

 

（２）効果について 

市場経済化を、このプロジェクト単独で、また短期間で達成することはできない。ただし、

本案件を通じて、市場経済の中で活躍できる人材が確実に輩出されてきており、中長期的に

「ウ」国の市場経済化を助け、今後の経済発展につながる形でプロジェクトが運営されている。

また、「ウ」国における我が国への理解は本プロジェクトを通じて進んでおり、この面での効

果も確実に上がっていると高く評価する。 

 

（３）自立発展性について 

経済協力案件であり、恒常的に資金を投入し続けるためには明確な理由をもつことと、日本

の納税者に対して継続的実施の必要性に関して説明をすることが重要になる。日本センター

（JC）はJICAにとって、これまで直接手がけてこなかった日本語研修事業や交流事業を含む
ことと、そして事業内容を現地ニーズに応じて柔軟的に変えることができる点で新しいタイプ

の事業であると考えることができる。確かに我が国と「ウ」国との交流に終わりはなく、日本

語研修事業や相互理解促進事業においては今後も現地ニーズにあった形での事業展開が継続

して求められていくものと考えられる。そしてビジネスコースにおいても、今後経験するであ

ろう経済発展と市場経済化の違ったステージで必要になる知識や技能を提供することに対す

るニーズは継続して存在していくものと考えられる。ただし、経済協力に配分される政府予算

は限られており、この事業が生み出す累積的な便益がこのプロジェクトを実施するために不採

用になった同一費用のプロジェクトの生み出したであろう便益に比べ格段に大きくないこと

には、継続してこのプロジェクトを実施して政府開発援助予算を使うことを正当化できないと

思う。そして、この費用対効果を上げるためには、便益をより大きくするための工夫も必要に

なるが、同時に費用を最小化する努力の必要も生じる。 

「ウ」国の日本センターは現地の独立公益法人になっており、将来において我が国政府から

も、また「ウ」国政府からも財務的に独立して、一部の事業を実施していくことも制度的には

可能である。中長期的には、事業の収益性を高めると同時に、ODA予算以外の財源を求め、
多くの機関・組織・企業・個人から支援を受けるような組織となり、できる限り財務的な独立

を確立していくことも自立的な発展を考えるうえでの課題となると考える。この方向で将来の

あり方を考えることは、広く「ウ」国、そして我が国のNGO、NPO、企業、また個人の参加
を得ることにもなり、本当の意味で我が国と「ウ」国の国民の相互理解をはかることにつなが

るものと考える。また、組織の公共性を高めることは運営の透明性を高めることにつながり、

一部の業務の運営が現地機関・組織に移管された場合にも健全な運営が約束されるものと考え

る。 

 

（４）効率性、有効性の高い理由 

日本側の所長、専門家、調整員はそれぞれの分野で経験と知識が豊富であり、また高い専門

性、交渉力、管理能力を備えている。このことが、プロジェクトの実施に際して、効率的な企

画・運営を可能にして、なおかつ有効な成果を達成することも可能にしたものと思う。また、

日本語習得者や日本への留学経験者のプールが首都タシケントにあったことも円滑な業務運
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営に関して貢献したものと思われる。そして、縁故関係が就職、就学、昇任に際して幅をきか

す現地社会で、公正で透明性の高い運営を実施したことも、プロジェクト実施の効率性、有効

性を高めることに大きく貢献したものと思われる。 

さらに、先方C/Pの役割が運営の実施よりも、法務・会計・総務業務を中心とする調整・事
務処理業務に止まり、日本側との役割分担がはっきりと確立していたことが、プロジェクトの

効率的な実施に役立ったものと思われる。そして、現地のニーズの変化に対応して、柔軟性をもっ

てプログラムの企画・運営を実施できるような体制になっていたことも高い有効性を得るのに

役立ったと考える。今後は運営面でも、実施の効率性、有効性を保ちつつ、先方C/Pに運営を
委譲する可能性について、またそれを可能にする実施体制などについて深化して考えていくこ

とも自立発展性を高めるうえで必要になってくるものと思う。 

 

（５）地方展開の可能性 

今回聞き取り調査を実施したブハラ州においては、大きな農村人口（約70％）を抱え、この

人口のかなりの部分を吸収するような雇用機会の創出が中長期的に必要になっている。現地の

対外経済関係庁の関係者は、輸出産業（ことに資本と技術を外国に依存したもの）の中でも、

投入要素の現地調達比率の高いものの振興を考えているが、この部門の雇用・現地経済へのイ

ンパクトは当分の間小さいものと思われる。ある企業の進出が新たなサポーティングインダス

トリーを生み出し、雇用の広範な増大、地域経済への正の効果を生み出すためには、まだ時間

がかかるようである。 

日本センターのビジネス分野の人材育成事業に関しては、現地関係者は合弁企業の設置・運

営に携わる人材の育成が急務であるという説明をしたが、これに対するニーズが爆発的に拡大

するようには現状では思えない。より一般的な中小企業（Small and Medium–sized Enterprise：
SME）が創り出す雇用・経済効果のほうが現時点でははるかに大きいように思われる。したが
って、日本センターがブハラ州へ活動拡大をし、ビジネスコースの提供を始める場合には現在

のカリキュラムと同様な形での一般的な基礎コース（Aコース）や問題解決型集中コース（Bコ
ース）の提供が妥当だと思われる。 
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第３章 プロジェクトの実績に関する調査結果 
 

３－１ 投入の実績 

ウズベキスタン日本人材開発センターはPDMの「投入」について長期派遣専門家、短期派遣専
門家、現地講師、現地職員、研修員受入れ、機材供与を定めているが、その具体的な人数や機材

供与額を定めていない。これは日本センターは、従来のプロジェクト方式技術協力と違い、向こ

う５年間の詳細な協力実施内容を定めて事業を開始するのではなく、日本センターが試行しなが

ら事業を確立していくのが一般的だからである。「ウ」国の日本センターも協力開始（2000年12月

１日）の後に派遣された長期専門家等が「走りながら考えて」実行した。 

したがって、投入実績は長期専門家を除くと「予定された投入」ではなく、「結果として生まれ

た投入」という部分が大きい。この投入実績はJICAと国際交流基金による日本側の「投入」と「ウ」
国側の日本センターの施設提供等からなる。この「投入」実績を各コースごとにまとめると次の

とおりである。 

日本側投入長期派遣専門家 2 experts: Mr.Fukuda and Mr.Seki

短期派遣専門家 Total 21 experts including Messrs. Ueno, Fujita and Kawaguchi 
ビジネス

コ－ス
現地講師 14 local lecturers

現地職員 3 staff

日本での研修員受入4 staff: Salakhutsivov Bakhadir, Abdurakhimova Firuza, Rimanov Azat, Mukhamedov Durb

日本側投入長期派遣専門家 2 experts: Mr.Kurotaki and Mr.Fukushima
短期派遣専門家 Zero

日本語コ

－ス
現地講師 2 full-time local lecturers, 3 part-time local lecturers and 3 part-time Japanese lecturers 

現地職員 3 staff
日本での研修員受入1 local lecturer: キム・ユリア (Sep. 2003～Mar.2004)
業務調整 2 staff: Ms. Tamiya and Mr.Suzuki

相互理解

活動
日本側投入現地職員 2 staff

３コ－ス

共通
日本側投入機器類、費用負担 computers, AV, copy machines, printing machines, fax and others (total cost 95 million yen)

ウズベキス

タン側投入
センタ－の施設 6th flour at the International Business Center 

(but the renovation cost, 38 million yen, was paid by the Japanes

カウンタ－パ－ト Mr. Khabibulllacv (Co-director), Ms. Yusupova (accountant)

運営費用負担 office rental fee  
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３－２ 活動の実績 

上記の投入により、ビジネスコース、日本語コース、相互理解の活動を行った。 

３コースの活動実績は次のとおり。これら３コースの活動実績は、既に述べたとおり、2000年12月

の協力開始の後に派遣された長期専門家等が「走りながら考えてきた」結果である。ビジネスコ

ースは、MBAタイプの20週間コースであるAコース（通称PMP：Professional Management Program）、
問題解決型の短期コースであるBコース、トップマネジメント向けのセミナーであるCコースから
構成されているが、Aコースについて昼間A-1・夜間A-2コースを立ち上げ、４学期継続実施した実
績は、他の日本センターにはない大きな実績である。日本語コースは初級、中級、年少の３分野

を実施、相互理解活動はこの３年間に78の活動イベントを実施し（7,000人の参加者）、日本セン

ター来訪者は６万人以上という大きな実績を上げた（詳細は「補章」参照）。 

 

表３－１ ビジネスコースの実績 

コース名

1. PMP 1期（01年10
月-02年3月)

2期（02年5月
-02年11月)

3期（03年1月
-03年6月)

A-1 21 22 18 61
A-2 23 22 26 71

Sub total 44 44 44 132

2. B Course 169

3. C Course 498

受講生合計(人） 799

6回

6回

学期
受講生合
計(人）

 
 

コース名 ターゲット 目的 内容／教育方法 期間 

A-1（昼間） 
PMP（合計14科目） 

若いビジネスマンと
起業家 

・国際基準に基づいた

ビジネススキル向上 
・議論、討論、練習、
ケーススタディ、
フィールドツアー 

・MBAタイプのコー
スとビジネスプラ
ン作成練習 

・講議、討論、練習、
ケーススタデイ、
フィールドツアー 

20週（800時間） 
20人 
年２回 

A-2（夜間） 
PMP（合計６科目） 

若いビジネスマン、
国営・私企業の従業
員、大学卒業者 

同上 ・MBA関連科目とビ
ジネスプラン作成
の練習・講議、討
論、練習、ケース
スタデイ 

10週（400時間） 
20人 
年２回 

B 問題解決コース 中間管理職と起業家 問題の指摘と解決の
能力向上 
発表スキル強化 

第１週は、基礎的な
経営の考え方と問題
発見・解決方法を習
得するためのケース
スタディ。第２週は、
グループで問題発
見、討論するための
フィールドツアー 

２週間（80時間） 
25人 
年４回 

C 日本の経営コース トップマネジメント
と工業・中小企業振
興策の策定関連の
国・地方の官僚 

市場経済への理解強
化と産業政策の重要
性に対する理解 

（例） 
日本の産業政策の講
義、日本的経営、マレ
ーシア発展成功の鍵 

１～２日 
50～100人 
年４回 
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表３－２ 日本語コースの実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３－３ 相互理解活動の実績 

 
2001年度～ 
（2001年８月～） 

2002年度 
2003年度 
（２月末現在） 

合 計 

活動(イベント数)    21     30    31     82 

活動への参加者（数）   497  3,265 3,004  6,766 

日本センター利用者 4,662 26,205 33,565 64,432 

 

応募者
数

受講者
決定 倍率

新規
クラス
数

総クラ
ス数

学習者
数 初級1 初級2 中級1 中級2 年少0 年少1 年少2 年少3

 主教材
みんな
の日本
語Ｉ

みんな
の日本
語II

中級か
ら学ぶ
日本語

中級か
ら学ぶ
日本語

なし
みんな
の日本
語I

みんな
の日本
語II

 　J-
Bridge

到達レベル 初級前
半

初級後
半

中級前
半

中級後
半

日本文
化に触
れる

初級前
半

初級後
半 初中級

2001年10月 292 62 4.71 4 4 62 32 30
2002年1月 18 18 1.00 1 5 82 32 30 18
2002年9月 250 33 7.58 2 7 90 33 20 19 18
2003年1月 18 18 1.00 1 8 102 33 20 19 18
2003年9月 168 48 3.50 3 11 150 44 24 29 23 18 12
2004年1月 48 26 1.85 2 13 132 35 18 15 19 11 15 12 7
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３－３ 成果・プロジェクト目標の達成見込み 

 成果・プロジェクト目標の達成見込みを次の表にまとめる。 

 
 
 
 

Narrative Summary Verifiable Indicators Results 　Remarks
Important

Assumptions

Overall Goal:

1. The process of transition to a market
economy in Uzbekistan will be enhanced.

市場経済化は進まなかった。

2. Mutual Understanding and friendly
relations between the two countries will be
reinforced.

ウズベキタン人による日本理解は進んだ
が、日本人によるウズベキスタンは余り
進まなかった。

Project Purpose:

1.The Center will play an Important role in
human resources development of Uzbekstan
toward a market economy.

-Number of applicants
for the courses
-Post evaluation by
the course
participants
-Reputation among
the business society

・ウ国のビジネススク－ル業界におい
て、センタ－は講師陣、授業内容等で群
を抜いている。ウ国の日本語教育は、初
期段階にあり、センタ－は「教師会」の
事務局等、日本語教育業界の底上げ、レ
ベルアップに協力している。
・センタ－はウ「国」のビジネススク－
ル業界、日本語業界をリ－ドしている。
・センタ－はビジネスコ－ス、日本語
コースを継続的に行ッている。
従って市場経済化に向けた人材育成に重
要な役割を果たした。

Interests and
efforts of
Uzbekistan to
adapt the market
economy will not
be reduced.

2. The Center will promote mutral
understanding between the peoples of the
two countries through information services
and other programs.

-Reputation among
the citizen
-Accessibility for the
citizen to utilize the
Center

日本に関する本やビデオは揃えられ、ま
た日本紹介の活動は幅広く、頻繁に行わ
れた。しかし、日本がウズベキスタンを
知るための活動は余り行われていない。

Output:
1.The Center will be effectively managed
and accessible for the general public.

- Number and
capabilities of the
Center staff
- Balance between
income and
expenditure

センタ－は適正に専門家、現地講師、現
地職員が配置され、事業が企画・実施さ
れ、効果的に運営されている。一般国民
へのアクセスはセンタ－来館者、活動参
加者も年々増えているが、一層努力の必
要がある。

今後、開館の
時間帯、曜日
を考える必要
がある。

Continuous
support to the
Project by both
government will
be ensured.

2. Business courses will be continuously
offered to provide practical knowledge and
skills pertinent to the market economy.
The implementation of the courses will be
gradually localized.

- Number of the
courses and
participants
- Degree of
satisfaction by the
participants

ビジネスコ－スはA-1 ,A-2, B, Cコ－ス
を継続的に実施してきた。現地講師、現
地職員が自ら企画・実施する割合も高ま
り、現地化が進んだと言える。

3. Japanese language courses will be
continuously offered to fulfill the needs of
general public, professionals in business and
the public sectors and Japanese language
teachers.  The implementation of the
courses will be gradually localized.

- Number of the
courses and
participants
- Degree of
satisfaction by the
participants
- Achievement of
Japanese language
-Proficiency of the
participants

初級・中級コ－スを継続的に実施してき
た。現地講師、現地職員が自ら企画・実
施する割合も高まり、現地化が進んだと
言える。今後、通訳養成講座、日本語教
師養成講座開催を検討する必要がある。

4. Publication and visual materials related to
the two countries in such fields as economy,
society and culture will be provided.  In
addition, the Center will be fully utilized for
exchange program between the two
countries.

- Number of events
and participants 日本紹介の様々な本・ビデオ等が揃えら

れた。日本紹介活動はこの３年間に78の
活動イベントを実施し（ 7千人の参加
者）、センタ－来訪者は 延べ5万人近く
となった。しかし、日本人がウズベキス
タンを知るための活動は余り行われてい
ない。



 

－20－ 

第４章 評価結果 
 

４－１ 評価手法 

この中間評価はプロジェクト・サイクル・マネージメント（Project Cycle Management：PCM）
手法に基づき評価を行う。具体的には、PDMに定められている投入、活動、成果、プロジェクト
目標、上位目標、最終目標等について、評価実施者が実績を調査する。この調査結果は「第３章 

プロジェクトの実績に関する調査結果」で述べた。次にこの実績に基づき、「４－１－１」の評価

５項目の観点から評価する。 

また、本調査の基本方針に従い、５項目評価に加え、今後日本のセンターの活動や展開の指針

とすべき「４－１－２」の重点評価項目について、重点的な調査および協議を行う。（その結果は

第５章の考察・提言において記述する。） 

 

 ４－１－１ 評価５項目は以下のとおり。 

（１）妥当性（Relevance）：本事業が「ウ」国の開発政策のニーズ、また我が国の対「ウ」国援
助政策に一致しているかを評価する 

（２）有効性（Effectiveness）：日本センター事業の実施により、本当にターゲットグループ（受
講生、参加者）への便益がもたされたか、またビジネススクール・日本語教育業界に便益

がもたらせるかを検討し、本事業が有効であるかどうかを評価する。 

（３）効率性（Efficiency）：投入された資源量に見合った成果が実現されているか、本事業は効
率的であったかを評価する。 

（４）インパクト（Impact）：本事業の実施により、間接的・波及的効果はあったか、本事業は
「ウ」国社会にインパクトを生み出したといえるかを評価する。 

（５）自立発展性（Sustainability）：本事業はJICA協力終了後も持続していくか、プロジェクト
実施により得られた便益がプロジェクト終了後も自立的に続くことが可能かどうかを評価

する。 

 

 ４－１－２ 評価重点項目 

（１）ウズベキスタン日本人材開発センターは、総じて日本センター事業の成功事例の一つと

して認識されてきているが、その成功要因の分析と同認識の妥当性を検討する。 

（２）これまでに実施してきたビジネスコースに関しては、「ウ」国ビジネス教育市場における

ポジショニング、ターゲットグループの設定、本邦からの人材の投入および現地人材の活

用状況の妥当性を検討する。今後のビジネスコースの活動の対象層、活動地域、目標、内

容、方策等について検討し、提言を行う。 

（３）これまでに実施してきた日本語コースに関しては、「ウ」国日本語教育市場におけるポジ

ショニング、活動・支援対象、本邦からの人材の投入および現地人材の活用状況の妥当性。

また、日本センターが設定している今後の日本語教育業務の活動の対象、目標、内容、方

策の妥当性を検討する。 

（４）これまでに実施してきた相互理解促進事業に関しては、他先進国の文化センター等との

比較における優位性、ターゲットグループ、活動地域、活動内容および水準、本邦からの

投入（４月に赴任予定のJOCV隊員の配置のTORを含む）の妥当性を検討する。また、日本
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センターの優位性を活かした今後の相互理解促進事業のニーズ、展開の可能性、必要な措

置、方策等について検討し、提言を行う。 

（５）日本センターの活動のインパクトの観点から、日本センターが行う「人材育成」とプロ

ジェクト目標として当初PDMに明記された「『ウ』国の市場経済化の促進」および「両国間
の相互理解促進」の達成度との因果関係を整理する。その評価指標およびプロジェクト期

間終了時までの目標値設定の可能性について検討し、提言を行う。 

（６）他のODA事業との連携および役割分担の考え方を整理する。特に本邦JICA国際研修セン
ターの海外版として、本邦研修による人材育成との住み分けのあり方について検討する。

また、新規協力案件の発掘機能の活用状況について確認する。 

（７）ウズベキスタン事務所が提案する今後の日本センターの事業展開・新機軸案（特に、地

方展開、サブプロジェクトの実施、活動の４番目の柱としての「IT」人材育成事業）の可能
性と方向性。またそのために必要な更なる投入の必要性と妥当性を検討する。 

（８）後日、別途終了時評価を経て決定されるプロジェクト期間終了後の協力継続の必要性、

妥当性を予備的に検討する。また自立発展性の観点からは、日本センター運営の現地化の

可能性と妥当性、JICAプロジェクト予算および国際交流基金予算による投入以外のセンタ
ー独自の財源確保の可能性と方策を予備的に検討する。 

 

４－２ 情報の入手先 

 この評価に用いた情報の入手先は次のとおりである。 

・プロジェクト実施過程または以前に日本、「ウ」国双方が合意した文書 

・R/D、過去のM/M 
・長期および短期派遣専門家の報告書 

・その他プロジェクト実施過程で合意または受け入れられた文書 

・PDM 
・日本、「ウ」国双方の投入記録や活動記録 

・質問状への回答 

・インタビュー結果 

 

４－３ 評価５項目による評価結果 

（１）妥当性 

ソ連時代には各共和国はゴスプラン（国家計画委員会）の計画に従って地域的な分業体

制が組まれていた。「ウ」国が与えられた主な役割は、綿花栽培という原料供給国の役割で

ある。綿花の加工は「ウ」国では推奨されず、加工工業は他のロシア都市にまわされた。 

当時から「ウ」国には航空機組立（ノックダウン）、印刷、革製品加工等の産業が存在し

た。しかし、その他の高度な近代的産業は大部分をロシアやウクライナに頼っていた。1991

年の独立以来、「ウ」国は漸進的市場経済化を図ってきたので、急激に民間企業が成長する

ということはなかった。したがって、市場経済化に適した人材を育成するという機能は、

既存の産業・企業にはあまり存在しない。言い換えれば、日本センターがこのような人材

を育成するという意義は大きい。 

さらに今後、民間企業の成長が「ウ」国の経済成長のエンジンとなる。この民間企業振
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興を人材育成面から支援するのが、日本センターの使命の一つである。 

一方、「ウ」国政府は1997年10月、「The National Program of the Personnel Training System（人
材養成の国家プログラム）」を策定した。この国家プログラムに基づき、2005年をめどに段

階的な教育制度の改革を現在進めている。この構想は新たな経済体制を担い得る人材育成

を重点課題として、初等教育から高等教育、職業訓練、公務員の量的・質的拡充等を図る

計画である。日本センターでの人材育成はこの「ウ」国の人材育成を補完する。 

他方、「ウ」国に対する日本政府の援助方針は以下の３つを重点分野としている（2003年

政策協議） 

１）経済発展に資する人材の育成および制度技術の向上 

２）インフラ整備 

３）社会セクターの再構築 

このうち、本プロジェクトは１）の経済発展に資する人材の育成および制度技術の向上

の中に位置づけられる。したがって、日本センターの人材育成は我が国の援助政策と整合

している。 

総じて、本事業は「ウ」国の開発政策のニーズ、また我が国の対「ウ」国援助政策に合

致しており、妥当である。 

 

（２）有効性 

JICAの多くのプロジェクト方式技術協力はトレーナーズ・トレーニング（訓練者養成）
を行い、そのトレーナーが講義・訓練するという間接（二段階）訓練方式である。しかし

本事業は、現地講師を育成するためのトレーナーズ・トレーニングを行うとともに、受講

生を公募し、意欲のある人を選び、これらの人に直接授業等を行ってきた（直接方式）。こ

の両方式の組み合わせは、「ウ」国の人々の変化するニーズにタイムリーに応えることがで

き、有効である。 

これらビジネスコース、日本語コース、相互理解活動の受講者・参加者のアンケート結

果によれば、受講生の９割以上が満足していると答えている。 

一方、「ウ」国において、日本センターは講師陣、授業内容等で群を抜き、「ウ」国のビ

ジネススクール業界をリードしている。また、センターは「日本語教師会」の事務局とし

て「ウ」国の日本語教育業界の底上げ、レベルアップに協力している。 

以上により、日本センター事業の実施によって受講生・来館者への便益がもたらされ、

また日本センターは「ウ」国のビジネススクール・日本語教育業界の底上げ、レベルアッ

プに協力しているといえる。したがって、本事業は有効である。 

本事業の促進要因は、日本センターの活動に「ウ」国政府が協力的であること、C/Pが日
本側に日本センターの運営を任せていること、カリモフ大統領等の政府要人が日本センター

を来訪し、特に大統領は小学生等に日本センター見学を推奨したことなどである。阻害要

因は在留邦人が少ないこと、日本企業が撤退しつつあること、日本・「ウ」国間のビジネス

が活発でないことなどである。 

 

（３）効率性 

ビジネスコースの今までの２人の長期派遣専門家は、タイムリーに派遣された。その両
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名は５か月間継続するA-1、A-2コース等を企画、実行し、極めて質が高い。また短期派遣
専門家は自ら専門科目を教える同時に現地講師への訓練を行っており、極めて質が高い。

ビジネスコースの現地講師と現地職員の数は適正である。問題はJICA本部が今後公示制に
よる選定によって、適正な短期派遣専門家を確保できるかということである。 

一方、日本語コースは今までの２人の長期派遣専門家はタイムリーに派遣された。その

両名は、自ら日本語を教えると同時に現地雇用の日本人、ウズベキスタン人教師への訓練

を行っており、質が高い（ウズベキスタン人教師は、能力が向上し、初級・中級日本語を

教えることができるが、上級日本語を教えることは難しい）。日本語コースの現地講師と現

地職員の数は適正であるが、最大の問題は非常勤講師の継続的、タイムリーな確保である。 

相互理解活動は今までの２人の業務調整担当者は、タイムリーに派遣された。その両名

はこの３年間に78の活動を企画し、質が高い。現地職員の数は適正である。 

したがって、本事業は投入された資源（人）に見合った成果が実現されており、効率的

であったといえる。 

 

（４）インパクト 

日本語教師は98年以降の５年間で４倍に伸び、現地教師は5.6倍である。2001年に現地教

師数は邦人教師数を上回った。日本語学習者も最近５年間で2.5倍増加した。日本センター

はこの教師、学習者の増加に貢献している。 

日本センターは、その活動を通じて日本語能力およびビジネススキルの高い人材を輩出

してきた。また日本センターは日本に対する「ウ」国の人々の関心を高め、対日理解を深

めつつある。また日本センターの運営自体が日本的経営により実施されていることが更な

る日本理解につながっており、本事業は「ウ」国の人々の対日理解に正のインパクトを与

えている。 

加えて、ビジネスコースの受講生の中から日本センターで学んだ知識を活かして、新会

社を設立し、成功しつつある事例も複数見い出された。彼等は日本センターで学んだお陰

で自信をもって自分のビジネスに取り組めるようになったと異口同音に述べている。 

したがって、本事業は日本への理解者やビジネススキルの高い人材を増やしたという効

果はある。しかし、「ウ」国の市場経済化や経済発展に対するセンターのインパクトを評価

するにはさらに時間を要する。 

 

（５）自立発展性 

「ウ」国側のC/Pの当事者意識は醸成されていない。しかし、現地職員や現地講師が長期・
短期派遣専門家からの指導を受けて、ビジネスコース、日本語コース、相互理解活動の企

画・運営により重要な役割を果たしつつある。したがって、これら現地職員・現地講師に

対する技術移転が進んだといえる。また実質上のC/Pはこれらの人々という見方もできる。 
財務上の自立は、ビジネスコースや日本語コースは授業料収入があり、特に日本語コー

スはこの収入により、現地講師給料を賄えるほどになっている。また、今後地方展開やIT
講座等の新たな展開が企画されている。 

このように、本事業はプロジェクト実施が自立的に拡大深化していく途上なので、自立

発展性があるといえる。今後の課題は財務上の自立を高めることである。 
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第５章 考察・提言 
 

５－１ 成功要因の分析 

 ここではウズベキスタン日本人材開発センターの成功要因について分析した結果を列挙し、他

の国において展開する日本センター事業の実施に際して参考になるであろうポイントを提供する

こととしたい。ただし、参照あるいは活用にあたっては、国ごとの特殊事情の違いや日本センター

を取り巻く環境を十分に考慮することが前提となる。 

 

 ５－１－１ 成功認識の妥当性の検証 

ウズベキスタン日本人材開発センターは、日本国内の日本センター関係者の間で日本センター

事業の成功事例の一つと認識されていたが、「ウ」国側と合同で実施した今回の中間評価調査の

結果、調査団としてはその認識がおおむね妥当であるとの結論に達した。 

その根拠としては、日本側・「ウ」国側の双方で本プロジェクトがおおむね順調に進捗してい

るとの共通認識が得られたこと、主な懸案事項や協議のテーマが日本センターの今後の活動の

方向性に関するものであったこと、５項目評価の結果もおおむね肯定的な結果が得られたこと、

受講生や来訪者が日本センターの活動におおむね満足していることが判明したこと、さらに今次

協力期間終了後も引き続き長く日本センターの活動を継続してほしいとの極めて強い要望が

「ウ」国政府側および受講生等の来訪者からなされたことなどが挙げられる。 

 

 ５－１－２ プロジェクト実施体制 

（１）当初は日本側からのオファー案件であったにもかかわらず、「ウ」国政府側から極めて強

い関心が表明され、日本センタースペースの無償提供や適切な共同所長の任命等、「ウ」国

側の負担も厭わない熱心な対応ぶりに示されるとおり、先方のニーズに非常に合致したプ

ロジェクトとして出発した。 

（２）政府内で強い権限および権威を有し、かつ我が国援助の受入れ窓口機関でもある対外経

済関係省（のちに庁に改変したが権限は同等あるいはさらに強化）を先方政府の責任機関

および実施機関（「ウ」国では共通）としたことにより、各種の特権免除等の便宜供与や問

題解決にあたり先方政府内で指導力が発揮された。 

（３）同省のイニシアチブで公布された政令（大臣会議令）により、日本センターに独立公益

法人としての法的なステータスが保障され、その中でJICA技術協力プロジェクトを実施す
るために必要であり、かつ「ウ」国内の独立公益法人（NPO）として保有すべき各種の特
権免除が明確に規定された。 

（４）NPO法人としての日本センター（NPO）の組織的な枠組みの中で、JICAの技術協力プロ
ジェクトとしての日本センター事業が実施され、かつ両者が独立した会計機関としての機

能（銀行口座を有し、契約行為を行うことが可能など）を有するに至った。 

（５）「ウ」国側および日本側から各１名の共同所長が任命され、「ウ」国側所長が法人として

の日本センターの運営および施設管理を、日本側所長が各種事業の実施を担当することに

より、両者の責任範囲と役割分担が明確に規定された。 

（６）「ウ」国側所長を補佐する人材として、「ウ」国側から同国内の法令や規則に基づく日本

センター運営のための事務、特に法務および会計業務を担当する経験豊富な職員が常勤で
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任命され、法人としての日本センターの円滑な運営が可能となった。 

（７）日本側から４人の適切な長期専門家がタイムリーに派遣され、それぞれの担当業務で指

導的な役割を果たした。 

（８）日本センターの立地条件がタシケント市中心部から容易にアクセス可能で、かつ極めて

プレステージの高いビルの中に位置していることから、市民にとって分かりやすく、プレ

ゼンスを発揮しやすい環境にあること。なお、セキュリティの問題や一般住民にとっては

敷居が高いビルとの印象があることから、一般の来訪者が立ち寄ることを忌避する可能性

が当初から指摘されており、事実現在に至るまで同様の意見も聞かれたが、他方で真に関

心のある層のみが日本センターへ来訪することで、サービスを提供する対象者の適度かつ

自然なスクリーニングがなされているとの見解もある。 

 

５－１－３ 開所前の準備段階 

（１）事前調査の段階でビジネスコースおよび日本コースのコースデザインを実施した。また、

現地の企業や工場、ビジネスコースを実施する教育・研修機関を訪問しての徹底したニー

ズ調査と、既に存在するビジネスコースとの差別化を意識したその方法が非常に適切であ

った。 

（２）日本語コース運営指導の長期専門家を人選・派遣することになっていた国際交流基金が、

事前調査団を派遣して日本語教育の現状およびニーズを把握したうえで人材を派遣した。 

 

５－２ ビジネスコースの今後のあり方 

 ５－２－１ 日本センターのビジネスコースを取り巻く環境 

（１）今後のビジネス研修・教育市場動向で関係する事項 

１）競争相手の出現 

既述のように、2002年にビジネスコースを有する大学が２校、欧米政府の支援等を受

けつつ設置されている。いずれも学位を授与するため、修了証を発行する日本センター

のビジネスコースと受講生獲得という点では直接的競合関係にはならない。また大学の

主たるターゲットは高校卒業者であるため、この点からも日本センターのビジネスコー

スと直接競合する可能性は低い。ただし、両大学のビジネスコースにおける主たる講師

はウズベキスタン人であり、良質な現地講師の確保という点では日本センターのビジネス

コースと競合する可能性が高く、対応準備は肝要であろう。 

PMP４以後、日本人講師と現地講師の交流を深める工夫がとられている。また現地講
師をアシスタントとして日本人講師の講義に参加させる一種のTeachers TrainingのOJTを
開始している。これらの試みは現地講師にとって、新たな知識や講義手法を吸収する機

会となり、日本センターのビジネスコースと良好な関係を保ちたいという動機づけとな

り、仮に類似機関と講師の取り合いのような状況への対策として有効と考えられる1。 

面談を通し、ドイツや韓国が高等教育分野にて「ウ」国を支援する考えがあることが

判明した。支援の方法は必ずしも大学等の設置と限らないが、日本センターのビジネス

                             
1  ここでの試みは、日本人講師にとっても「ウ」国事情や「ウ」国での講義の仕方を検討する場となることが期待されている。 
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コースとしては競争相手の出現可能性として情報収集を通じ動向把握は必要と考える2。 

２）教育政策との関係への留意：新たな世代が出現する５年後に備える 

「ウ」国政府が推進する国家人材育成プログラムは、「ウ」国が市場経済化を果たし、

グローバルな経済の中で活力を保ちながら発展するための人材育成体制確立をめざすも

のであり、2009年までのプログラム完了をめざしている。「ウ」国のソ連からの独立が1991

年であり、その年に生まれたウズベキスタン人が18歳、つまり高校卒業を迎える年（大

学進学をめざす年）が同プログラム完了の2009年にあたる。 

新たな教育制度の下で育った世代が急激に日本センターのビジネスコースの主たる受

講生となる状況は直ちには至らないであろうが、現在の受講生と同じ基礎知識や資質を

もつ若者ばかりが今後ともビジネスコースに応募するとは限らず、そのような状態に応

じる準備は徐々に必要となろう。例えば、現在のコース内容をさらに噛み砕き、より基

礎的な内容を盛り込むことや水準を簡易にする必要が出てくるという指摘もある。これ

はPMP受講生の平均年齢である20歳代後半（図５－１参照）の層まではソ連時代の比較
的高いレベルの基礎教育を享受しているが、新たな世代はより劣化した基礎教育を受け

ている可能性があるという見方がもととなっている3。 

ビジネスコースの長期的なあり方を検討していく際には、このような社会変容等も念

頭に置くことが有用だと考える。 
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図５－１ PMP受講生の平均年齢 

 

（２）これからの「ウ」国社会・経済環境：成功維持への課題、市場経済化の進展度の見通し 

１）IMF８条国入りに対する期待と失望そして諦め 
2003年10月「ウ」国はIMF８条国入りを果たした。具体的変化としては現地通貨と外貨

交換の自由が期待されていたが、実際は十分には機能していない4。人々は外貨交換自由

化だけではなく、投資の拡大、経済活性化、ビジネス環境改善等への期待をもっていた。

しかし、本次中間評価実施の2004年３月時点、人々の期待は徐々に裏切られている模様

であった。失望は同時にこれからも急激な変化は期待できないという「諦めムード」に

                             
2  現地講師の一人はドイツ等ヨーロッパの大学と関係構築を進めている。例えば昨年、PMP修了生がドイツで開催されたMBA
関係校のワークショップに招聘されている。 

3  ある外資系企業ではこの数年の傾向として採用者の基礎力低下を指摘している。具体的には、数年前までは２か月であった
入社後研修を、最近は１か月増やすことで基本知識を教え込む必要が起こりつつあるのだという。 

4  筆者もホテル内の両替所にて米ドルを現地通貨に換金しようとした際、現金不足で交換できないと断られたことが本次調査
滞在中二度もあった。 
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変わりつつあるという意見がウズベキスタン人からだけでなく、「ウ」国をよく知る邦人

を含めた外国人の間からも寄せられた。 

２）改善しないビジネス環境 

前述の「諦めムード」はビジネスコース事前調査が実施された2000年初めから大きく

は変わっていないと見られる。図５－２から「ウ」国中小事業者のビジネス環境に対す

る展望を示すが、作成者のInternational Finance Corporation（IFC）によれば、2003年調査
ではさらに見通しが悪化しているという。 
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図５－２ SMEの「ウ」国ビジネス環境の見方：2001年と2002年の比較 
 

ただし、図５－３が示すようにビジネス環境に関する認識は地域によって大きく異な

ることもわかる。本次調査では日本センター地方展開を検討するにあたり、ブハラ

（Bukhara）市を訪問しているが、同市における中小事業者のビジネス環境の展望は、タ
シケントの中小事業者の展望と比べより明るい見通しをもっていることがわかる。 

地方都市により、産業の種類、集積度合いが異なるため一概には言えないが、地方都

市のほうがタシケントと比べて市場経済が進展しているという意見も多く、日本センター

のビジネスコースの価値が地方都市でも十分活かされる可能性があると推察可能である。 
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図５－３ SMEの「ウ」国ビジネス環境の見方：2002年における地域間の比較 
 
５－２－２ ビジネスコースの今後の活動への考察 
 ここまでの評価分析等を踏まえ、今後の「ウ」国日本センタービのジネスコースの活動に関する
考察をまとめた。 
 
（１）総括：ビジネスコースの価値の維持が基本 

 ここまでの評価分析からもわかるように、「ウ」国日本センターのビジネスコースは、成
果が具現化される方向で着実に活動を積み重ねつつある。また日本センターのビジネスコー
スを取り巻く外部環境がコース活動を開始した2001年と比べ大きくは変わっておらず、ま
た今後も急激かつ大きく変化を遂げる可能性は高くはないと判断される。したがい、ビジ
ネスコースの活動の展開はこれまでの活動の自立発展性を追求することが基本方針として
妥当と考える。具体的には、PMPの充実と改善、BとCコースの検討と実施であるが、2003
年６月に着任した二代目のビジネスコース運営指導長期専門家もこのような方向性で様々
な活動を行っている。具体的には、PMPのA-2の充実、Bコースにて日本的経営を「ウ」国
の企業家や起業家候補にわかりやすく伝えるための新たなコース立ち上げを準備中である
など活発な活動を推進中である点を付言したい。 

 
（２）ターゲットの捉え方 

１）PMPのA-2を充実する事の意味 
ビジネスコース関係者は、今後のPMPのA-2をより充実する方針で活動を修正する予定

である。具体的には、A-1の授業時間数を半分に減らし、これまでほぼA-1一辺倒であっ
た日本人講師の投入をA-2でも行う、というものである5。 

                             
5  従来は昼間部が１日４コマ（１コマ90分）、週20コマ、全体で400コマ、また夜間部が１日２コマ（１コマ80分）、週10コマ、
全体で160コマであったものを、昼間・夜間共に１日２コマ（１コマ80分）、週10コマ、全体で200コマにするというものであ
る。日本人講師は昼間・夜間共に講義を担当するがA-2を主に講義する予定であるという。 

 



 

－29－ 

既述のように、PMPは当初昼間時間帯に実施するA-1のみの実施を予定していたものの、
実施機関側の助言により夜間部のA-2も並行して実施することとなった。A-1とA-2を並
行して実施した結果、PMP全体としては応募者が伸びているものの、「A-2参加希望者の
ほうがより多い」のが実体である。 

図５－４が示すように、A-1の受講生は女性の比率が圧倒的に高い。また、図５－１か
らは、平均年齢が３歳ほどA-1受講生のほうが低いことがわかる。したがい、A-2受講生
の多くが、 

・仕事をもつ社会人 

・A-2のほうが年齢が高い 
・男性 

ということになる。 
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                               出所：プロジェクト資料をもとに筆者作成 

図５－４ PMP受講生男女構成 
 

要約すると、A-1受講生は職務経験が少なく、またコース修了後仕事に必ずしも就くとは限ら
ないため、PMPの講義を通し習得した知識等をすぐに実務に活かすことはないという見方が可
能である。反対にA-2コースの受講生は、講義中から自らが仕事を通し抱える問題意識を講師に
対し提示し、受講生同士でも実務的な意見交換が可能であるなど日本センターのビジネスコース

で習得した事項が業務に直結されやすいという見方ができる。 

以上より、PMP５以後はA-2をより充実させたいというビジネスコース関係者の方針は、プロ
ジェクト目標と照らし、妥当であると考えられる。また日本センターの活動は現地の動向に合

わせ、専門家を中心に修正していきながら実施していく性格だと見なされており、その観点か

らもプロジェクト関係者の判断で臨機応変に対処方法を考えることは妥当と考える。ただし、

何度か触れているように、日本センターのビジネスコースは「ウ」国内の他機関また他国に日

本センターでは見られない価値を既に創造しており、故に成功していると評価されることから、
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その価値を喪失しかねない路線の変更には慎重さが求められると考える。特に、日本センター

はODA予算を原資とする開発協力事業であり、短期的成果や費用対効果だけに絞った活動を期
待されているわけではない点、認識が必要と考えられる。 

以下、ビジネスコース評価を通じ、A-2を充実するに際して考慮に値すると思われるA-1にか
かわる事項を記す。 

ａ）起業家は皆A-1出身：じっくりと考えることが可能なA-1コース 
成果やインパクト評価の項にて説明済みのPMP出身の起業家は皆A-1コースの出身である。

A-2受講生の多くは企業等に勤めている者や既に自らが起業した者であるため、A-1と比べ起
業した修了生が少なくとも不思議ではない。修了生等との面談を通し、A-1の良さには「講義
が双方向」「じっくりと考えられる」「同級生と議論ができる」点が挙げられた。起業のアイ

デアをもち、既にある仮説を検証したいと思う受講生にとり、企業内の問題解決に重点を置

いた講義だけでは十分ではないと考えられる。また、起業達は「あえて昼間部を選択したの

だ」という。じっくりと物事を考えるには、夜間慌ただしく講義を受けることでは難しいと

考えた、というのが共通した意見であった。 

ｂ）日本人講師がいるから、A-2希望者が必ずしも増えたわけではない 
PMPへの受講生を募集する際の広告には、日本人講師がA-1とA-2のどちらを中心に配置さ

れているのかという情報は含まれていない。また、既述のように応募者の多くが口コミによ

りPMPに興味を示していることから、応募前からA-2の日本人講師数がA-1と比べて少ないこ
とは情報として既に知り得ている可能性は高い。つまり、PMPの応募者が「日本人講師」の
存在に惹かれてPMPの夜間部であるA-2を希望しているとは必ずしもいえない、という推定は
可能であろう。 

ｃ）日本人講師投入のA-2受講生にとってのデメリット 
日本人講師が講義をする場合は「英語－ロシア語」通訳が講師と受講生の間に入る。同じ

内容を一つの言語で伝える場合に比べて２倍の時間がかかる。A-2コースはこれまで講師のほ
とんどがウズベキスタン人であったため、原則ロシア語にて直接講義が可能であった。既述

のようにA-2では実際の企業等における問題解決に議論が結びつくことが多く、故にA-2希望
者が増えているという見方が可能である。しかし、日本人講師数が増えることによって、議

論のための時間が半分になる可能性があり、A-2コース受講生のニーズに日本人講師の投入が
どの程度符合するのか、アンケート等を通し受講生からのフィードバックを得ることが今後

大切となる。 

ｄ）修了証の品質は維持が必要 

「ウ」国日本センターのビジネスコースのPMP修了証は相応の価値をもちつつある。それ
はPMP応募者数の増加傾向から、またビジネスコースの評判が口コミによって拡がりつつあ
る点からも推定される。既述のPMP５以後、A-1の講義時間数は半減する。したがい、削減さ
れる時間数を補いうる講義内容の変更等がなされなければ、PMP４までのA-1受講者が得てき
た修了証とPMP５受講者が得ることになる修了証を同じ仕様のままとすることは、結果的に
PMP修了証のもつ価値や評価を劣化させる可能性はある6。 

                             
6  対応方法としては、A-1受講生にはBコースやCコースへの参加を修了証獲得の必須事項とすることで授業時間数を増やすな
どの工夫が一案と考えられる。 
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（３）その他新たな受講生ターゲットの可能性 

１）行政官の取り込み 

2000年２月実施のビジネスコース事前調査では、行政官への無料セミナーの実施の問

題点が確認された。特に学習意欲の高い民間人と日当等を目当てに参加する行政官を同

じ教室に置くことの危険については多くの人々から指摘を受けた。 

PMPは行政官受講の排除はしていないが、厳格な選考過程を経たうえで受講生を選ん
でいる結果もあってか、行政官参加割合は低くなっている。 

既述のように「ウ」国の市場経済化の進展は漸進的であり、背景に法整備の遅延や行

政組織の制度運用にかかわる問題が指摘されている。行政組織の制度運用にかかわる問

題の要因の一つとしては行政組織内幹部ポストにいまだソ連時代の人材が配置されてい

ることが指摘されている。行政組織内幹部ポストの若返りは時間の問題という指摘もあ

り、そのような変化を睨み、現時点から日本センターのビジネスコースにおいても行政

官育成を実施すべき意見もある。仮に実施する場合には、既存行政官研修を詳細に調査

することから始める必要があるが、その場合もPMP成功の要素は踏襲することで行政官
対象コースがPMP同様に成功することをめざすとともに、「ウ」国日本センターのビジネ
スコースの価値の維持にも心掛けるべきと考える7,8。 

２）地方展開におけるターゲットの捉え方 

ビジネスコースでは今後PMPと類似した活動を地方都市においても展開する予定であ
るが、中間評価時の日本センターのビジネスコース関係者との協議より、SMEをターゲッ
トとする方向で準備を進めていることが確認された。先述のようにSMEによる事業環境
に対する展望は地方都市のほうがタシケントと比べ明るいものがあるため妥当性がある

と考えられる。 

なお、これまでのPMPの成果を見る限り、地方での活動においても、A-1で見られる受
講生のような「若く」「起業を志す」これからの「ウ」国を背負うであろう層にも着目す

ることは有効であると考える。このような層も地方展開におけるターゲットとし、優秀

な修了生を特定した場合には、タシケントの日本センターのビジネスコースへの転入、

また我が国への留学につながるべくフォローアップしていくことも一案と考える9。 

３）Teachers Trainingによるインパクトの拡大：地方展開との関係において 
日本センターが広くウズベキスタン人に開かれた機関であるという理念から、ビジネ

スコースにおいても今以上に多くのウズベキスタン人に対する学習機会を提供すること

が必要という意見がある。PMPが受講生数を25人程度とし長期の研修コースとしたこと
は、「ウ」国日本センターのビジネスコースの価値の創造と成功のためには有効であった

ことはこれまでの分析のとおりである。今後はこの基盤に立ち、さらに多くのウズベキ

スタン人が裨益可能な活動を展開することは妥当と考えるが、そのためには講師の数と

質（投入）を増加させる必要がある。講義内容にもよるがターゲット数を増やすには日

                             
7 例えば、コース名称としてはPMPとの連関も考え“Professional Administrator Program”とすることも一案であろう。 
8  中間評価調査において訪問した労働・社会保障省では、市場経済化に伴う労働・社会保険制度のあり方、保険料徴収のあり
方等実務的な課題への対応を考えるための研修の必要性を訴えていた。 

9  一種の「地方の優秀な生徒の青田狩り」といえ、優秀なウズベキスタン人を知日派とすることにつながる。このような試み
は、プロジェクト上位目標を超え、優秀な知日派を増やすきっかけとなるなど、我が国国益にも資すると考える。 
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本人講師の投入だけでは足りず、現地講師数を増やす努力が必要となり、したがい日本

センターのビジネスコースにおいても、Teachers Trainingを活動の一つとすることは今後
の検討項目として適切と思われる10。先述の地方展開においても現地講師の活躍範囲が今

以上に増えるものと見られ、そのような点からも現地講師育成を活動の一つとすること

は有効と考える11,12。ただし、そのための投入（専門家、現地職員、活動費）の増大をJICA
本部は検討する必要がある。ビジネスコースは既存Aコース（PMP）の活動をほぼ踏襲し
つつ、BコースおよびCコースにおいては新たな活動を計画しているが、長期専門家１人
と３人の現地職員はほぼ100％の稼働状態であるという。地方展開を並行させた場合でも、

現在の投入では不足すると考えられるためさらにTeachers Trainingを実施する際には、新
たなる要員投入は確実に必要になると見られる。 

 

（４）効果的投入に有用な本部機能の拡充について 

PMPへ投入している日本人講師は主として初代の長期専門家が直接連絡し、招聘してい
る。PMP５以後も既述のように時間数の調整は行うものの科目構成、講義方式は踏襲する
ため日本人講師もこれまでの方々を活用することで当面は対応は可能だ。しかし、今後も

安定的に同じ講師を招聘できるか否か定かではない。講師個々の事情、講師選定が原則公

示方式へ移行することへの不馴れ感などいろいろな原因が想定されるが、いずれにしろビ

ジネスコース運営指導の長期専門家が個別に講師に打診して招聘する形態は、投入の効率

化、有効性の向上という観点から可能な限り少なくするほうがよいであろう。このために、

JICA本部において、講師の探索、選定、評価等を積極化する必要がある。この問題意識は
以前からあり、関係者は改善努力を地道に続けており、徐々に講師のデータベースという

形で成果が発現し始めてはいるようである。今後はそのデータベース等を充実することが

重要となるが、2004年４月以後は全日本センターが一つの部門の下に置かれることを受け、

本部講師派遣機能の拡充につき以下の提案を行う。 

１）候補講師情報の集約 

日本センターにて行われたビジネスコースの講師情報、講義・科目内容、評価のデー

タベースは徐々に作られていると聞く。さらにロシア支援委員会管轄であった日本セン

ターのビジネスコースで実施された講義に関する同様の情報についても入手を試みるべ

きである。講師の評価につき情報が残っていない場合には当時の担当者から意見聴取を

行い、可能な限り客観的情報を集める方法も有用である。 

JICAではこれまで多くの研修員を受け入れており、様々な講師を活用している。それ
ら情報も集めることはデータベースの厚みを増し効果的である。なお、情報収集の際の

講義内容については、必ずしも「経営」に直結するものばかりである必要はない。現在

はビジネスコースと命名されているが、今後は幅広い分野での人材育成のためのコース 

                             
10  例えば、会計や税務であれば方法論を教えることに何か月もかからず、また教室内での教授が可能であるが、生産管理のよ
うに工場等の現場での一定期間の修練が必要な科目の場合には簡単に講師育成は容易ではないと考えられる。 

11  商工会議所やUNDPは地方で起業セミナーや事業拡大支援セミナーを行っており、講師リソースを有していると見られるの
で情報交換を進めることも一案である。 

12 特に、日本センターのビジネスコースの「価値を理解する現地講師の育成」という観点が重要である点は付言したい。 
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設置も起こり得るからである13。例えば開発経済、インフラ、教育等日本の経済発展を理

解するうえで参考になると考えられる分野の講義も、「ウ」国日本センターのビジネス

コースにおいてはBコースやCコースで実施することにより、さらに多くのウズベキスタ
ン人に日本のことを理解してもらうという観点から有効と考えられるからである。 

２）講師リソース把握のための営業 

１）で集まった講師情報のアップデートおよび日本センター講師の公示への応札可能

性の確認のため個々の講師に対し面談を行い、情報を収集するべきである。評価の高い

講師、また科目として講師数が手薄な科目や分野を担当する講師から優先することが一

案である。訪問先において、講師の紹介を受けるようにすることも必要であろう。これ

は優秀な講師リソースの特定および確保を目的とするが、優良講師の確保は我が国にお

いて研修活動を行う他機関との競争であるという観点から、営業活動という意識で行動

することが肝要であろう。 

３）広報体制の充実 

上記のような活動だけでは幅広く講師リソースを特定することには限界がある。広告

やJICAホームページ等で講師の必要性を広報することは大切だ。なお、講師派遣は原則
公示方式となるため公示規約等に抵触する情報公開は不可能であるが、公示への注目、

応札への意欲をもつようにメッセージを発信していくことが重要である。 

 

５－２－３ 他事業との連携の可能性 

（１）JBICの職業校拡充プロジェクトとの連携強化 
JBICが標記教育プロジェクトを実施中であり、JICA専門家も協力活動を行った実績がある。
活動は全国におよび「ウ」国若者に良質な農業職業訓練環境を施すことが目的である。我が国

が支援する職業訓練校にて日本センターのビジネスコースがセミナー等を実施することは、援

助の相乗効果の発現、「ウ」国人材育成政策とも連関し妥当性は高いと見られる。 

「ウ」国には優秀でありながら、様々な事情から大学進学のための普通高校への入学を

果たせない若者が相応数いるといわれる。したがい、職業訓練校に日本センターのビジネ

スコースが出張ベースでセミナー活動等を通じてPMPの存在を広報し、将来PMP等に優秀
な受講生が応募するための布石となるという観点からも有効な活動と考える。 

 

（２）JETROとの連携 
PMPの科目の一つにビジネスプラン作成がある。かなり具体的なビジネスプランを作成

する場合もあり、起業を志す受講生の中には、作成したプランを日本企業に売り込みたい

と考える者もいる。しかし、日本企業は提案されるビジネスプランに対してはかなり厳し

い検証を加える。日本企業に目を通してもらいやすいビジネスプランには一定の書き方が

あり、世界各地から取引の誘いがくる日本企業にビジネスプランを読んでもらうためには

工夫が必要である。 

我が国企業と外国企業との取引増加を活動目的の一つとするJETROはタシケントに事務

                             
13 実際、インドシナの日本センターにおいては、「人材開発コース」という名称にて経営を一つの軸とした幅広い科目の実施を
予定するところもある。 
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所を有し、日本人所長を配する。所長は月平均数件のビジネス提案書に目を通しており、

「ウ」国のビジネスの可能性を探っている14。PMPの受講生が作成したビジネスプランで優
れているものを、JETRO事務所にチェックを依頼することで、日本企業への提案の足掛か
りとすることが一案だ。また、JETROはTrade Tie-up Promotion Program（TTPP）という企業
検索・紹介、ビジネス提案登録データベースがある。TTPPに載せることを前提にビジネス
プランを作成・指導することは、具体的な活用目的を有するビジネスプラン作成へとつな

がり、講義に実践性をもたらすだけでなく、受講生の動機づけにもなろう。 

 

（３）大学等との連携による学位授与の検討 

受講生アンケートや関係者との面談を通し、PMPでは学位授与を検討し始めることが数
多く提案されている。就職や転職に際し、学位を有することが、修了証よりも有利に働く

という根拠に基づく。しかし、「ウ」国日本センターのビジネスコースは修了証を発行する

が、教育機関ではないために学位を自ら出すことはできない。 

日本センターのビジネスコースが直接学位を授与できなくとも、大学との提携により

PMPを単位として認定すること、また他大学の学位に「日本センターのビジネスコース修
了」という一行を加えることは可能であると現地関係者を述べている15。ただし、そのよう

な提携先の大学を「ウ」国内に求めるのか、日本等先進国に求めるのか、注意が必要だ。

なぜならば、「ウ」国の大学は先述のように「信頼性」が低く、「ウ」国内大学との提携は

日本センターのビジネスコースの評価を下げることにもなりかねないからだ。 

 

５－３ 日本語コースの今後のあり方 

（１）日本語学習者の構成は図５－５のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－５ 日本語学習者の構成 

                             
14  実際の提案数はもっと多いが、現地職員がスクリーニングをかけているため所長の元には脈のある提案だけが提出されるという。 
15 カザフスタンで同様の質問を関係者に行った際、実施機関が大学であることから、極めて現実的かつ有効な方策であるという回答
を得た。 

 

より深い理解 

-高校生・大学生の日本語学習者（約1600人） 

  内、センター受講生130人 

 

-日本文化等に興味を持つ人々など 

日本研究者、通訳、日本語教師等の知日家
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図の中で、日本センターは従来の ①センター受講生の日本語教育 ②日本語学習者全体の底

上げに加え、今後は ③「ウ」国の現地教師養成事業を強化し、その中で日本語教育の核とな

る高い日本語能力または日本に関する専門的能力をもった人材の育成をめざす。 

 言い換えれば、従来どおりの一般日本語学習者層の需要への対応を行いつつ他機関の日本

語教師への支援を強化し、少数の通訳養成、知日家養成にも着手する。具体的には、従来の

日本語教師、一般的学習者の養成に加え、専任的日本語教師育成を強化する。また、通訳の

養成を新たに検討する（表５－１参照）。 

 

表５－１ 「ウ」国現地教師の今後の人材育成 

カテゴリー 人材 常勤 非常勤 今後の人材育成のイメージ 現在
（人）

今後
(人） 備考

専門的日本語教師 センター現地職員 ● アドミ業務または専門的日
本語教師 3 3

専任ウズベク人講師 ● 専門的日本語教師に育成 2 4～5

日本語教師 非常勤ウズベク人講
師 ● 他の大学から非常勤で雇用

し、教育する 3 2～4

非常勤日本人講師 ● 3

一般的日本語学習者 センター受講生 130

通訳 日本大使館・JICA 通訳 10～15

今後、常勤のみで
（非常勤に頼ら
ず）授業を行える
体制を作る

 
 

１）専門的日本語教師 

将来の「ウ」国日本語教育の中核を担う層であり、日本語能力のみならず専門知識、学

位、業績を伴った教師を養成する。日本センターが直接指導をするのは日本センター職員

と専任教師である。他機関の教師については共同研究、勉強会などによって間接的に支援

する。 

２）日本語教師 

拡大する日本語需要に対応するために日本語講師の確保は必須となっている。日本セン

ターでは経験が浅い日本語教師や中堅を担う教師を非常勤で雇うことよって教授レベルの

向上を図る。また適宜セミナー、勉強会を企画することによって他機関の教師も間接的に

支援する。 

３）一般的日本語学習者 

日本センターは従来どおり多様な需要に応えるべく日本語学習の機会がなかった学習者

を優先して直接指導する。これにより教育、工学、医学など今まで日本語を話せる者がい

なかった分野の人材が初級から上級まで受講できるようになる。また、年少コースを設け

るので５年、10年という長いスパンで学習をした人材が生まれる。 

４）通訳 

「ウ」国の現状を踏まえて日本大使館・JICAの通訳の育成をモデルケースとする。現状
では「ウ」国では日露通訳に多くの需要がないが、将来の変化に対応できるようJICA通訳
養成をモデルとし、通訳養成のコースデザインのマニュアル化など、指導体制の整備も同

時に行う。 
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（２）上記の人材育成の到達度やそのための研修方法は表５－２のとおりである。 

 

表５－２ 人材育成の到達度および研修方法 

 カテゴリー 到達度指標 方法 

1 専門的日本語教師 日本語能力試験1級、学位、
論文、業績 

日本語クラス、研修、日本
研修、能力給 

2 日本語教師 教師数、学習者数、定着率 センター教師研修、OJT 

3 一般的日本語学習者 日本語の習熟度、学習者数、
満足度 

日本語一般コース、日本留
学 

4 通訳 JICA基準（採用数・満足度） 研修、実習 

 

１）専門的日本語教師 

日本センターの職員、専任講師など直接指導する人材に対しては日本語能力試験一級を

最低のラインにし、その他日本語教育に対する学位、論文、業績を評価の指標とする。日

本語教育業界が職業として成り立たせるのには専門的日本語教師の層が厚くなる必要があ

るが、現在日本語能力の高い学習者は日本語教師を避ける傾向があるので、日本語の継続

学習からはじめ職業意識・研究者意識の育成、留学などを考えるとリーダー層形成までに

は10年単位の期間を取る必要がある。まずは日本センター専属の７～８人ほどを対象に実

施し、日本センターの専属教師を「ウ」国の専門的日本語教師の核の一つとして育成する。 

他機関の中核的教師、特に東洋学大学の教師とは共同で研究を行ったり、研究会を催す

ことによって、間接的に支援していく。 

２）日本語教師 

日本センターは経験の浅い講師などを非常勤講師に採用することによって日本語能力、

教授能力の向上をめざす。また、定期的にセミナー等を企画し知識・技能の向上を図ると

ともにネットワーク形成にも寄与する。広く「ウ」国の日本語教育の裾野を拡大するうえ

で日本語教師の育成・支援は必要であり、拡大する日本語需要に対応できる教師の確保を

目標とする。 

３）一般的日本語学習者 

日本センターは毎年300人にも上る受講希望者に対応できていない。センターだけにとど

まらず他機関と協力することによって日本語需要に対応する受け皿を検討する。多様化す

るニーズにも対応すべく、上級コース、インテンシブ講座など柔軟に対応する。 

４）通訳 

まずはJICAの業務にターゲットを絞り、できる機能を拡大していく。一般にプロの通訳
には上級修了者レベルのものに10年の経験・訓練が必要とされている。JICAでの実務を研
修の場とし、座学・語学学習・ネットワーキングなど訓練を通し、ステップを上げていく。

JICAでの業務評価を指標とし通訳講座そのものへのフィードバックを行い、通訳のみらな
らず通訳養成者（コース）も併せて養成する必要がある。 

通訳の養成の実施方法については、別途検討する。 
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５－４ 相互理解促進事業の今後のあり方 

５－４－１ 現 状 

これまで相互理解促進事業では日本の情報発信としての図書室機能を整備しつつ、交流事業

や文化紹介事業を通じて、ウズベキスタン人が「日本」に触れる機会を積極的につくり、「一般

市民にも広く開かれたセンター」というイメージをつくってきた。人員体制としては、業務調

整員が相互理解促進事業を担当。現地職員２名は総務との兼任で各種イベントのロジ、通訳、

広報、日本に関する多種多様な問い合わせへの応答を行っている（少数ではあるが、日本のNGO
等から「ウ」国に関する問い合わせあった）。図書室の運営スタッフ１名が、貸出業務、留学情

報の説明、来館者のリクエストを把握し、適宜図書、CD、DVD等の整備を行う。月３～４回の
イベントを実施し、年間約3,000人以上の参加者を得ている。 

 

ウズベキスタン日本人材開発センターがこれまで実施した事業概要は以下のとおり。 

（１）図書室の整備 

現在蔵書は図書約3,500冊、ビデオ：450点、CD：80枚。図書貸出はIT担当現地職員が開
発したシステムで順調に運営されている。６台のCPがインターネットに常時アクセスして
おり、質の良いサービスを比較的安価で提供している。奨学金や留学情報も整備中。 

 

（２）文化紹介事業 

大使館との共催でプロフェショナルな人材を招聘しての本格的文化事業（「日本映画祭」

や「生け花講習会」等）を年に２～３回実施。センター独自では在留邦人の指導による小規

模な茶道クラブや書道教室を開催。このような事業の結果、既に得た知識をステップアップ

させ、さらに深い理解を得たいとする熱心な参加者が育ちつつある。また現地職員による小

中学生や初等教育機関教師を対象とした折り紙教室を適宜実施。 

 

（３）小学校での日本紹介事業 

在留邦人や日本語学生ボランティアの協力を得て、小学生へ日本の伝統的玩具等を使った

日本紹介を実施。各教育機関や教育省児童会館との連携によって定期的に実施している。タ

シケントのみならず他の市の教育機関からも実施の要請が寄せられており、人気のイベント

となっている。2004年度から「青少年活動」のJOCV隊員が配置されることに伴い、内容の
充実化など体制の強化が図られ、今後の「地方展開」にも一助を担う予定。 

 

（４）映画上映会、展示会、コンテスト 

日本センターの大型スクリーンを利用した日本映画やドキュメンタリー映画の上映会、日

本の年中行事ごとに「雛人形」や「七夕飾り」等を展示し、それに併せて日本に関するクイ

ズコンテストやお茶会などのイベントを組み、文化月間を実施している。また、現地関係者

と共同で「ウズベキスタンの日本人抑留者ミニ写真展」や「ウ」国の伝統文化紹介を目的と

した「ウズベク伝統石膏彫刻展」を実施。 

 

（５）ウズベキスタン日本人材開発センター（UJC）フォーラム 
現地政府関係者、ビジネスマン、大学関係者等のオピニオンリーダーを対象に、高いレベ
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ルで主に日本に関する様々なテーマについて講演会を実施。講師は大使館が招聘した著名人

や、出張で訪れるJICA専門家、経済人、大学関係者にその都度、講演を依頼。 
 

（６）NGOとの草の根交流 
NPO三鷹市民交流協会のスタディーツアーに協力し、交流会の企画、現地でのPR、ツア

ーメンバーのホームステイ先の紹介などを行った。また、福島県ウズベキスタン文化交流

協会と日本語学科生との交流会を実施。このような草の根交流は、日本・「ウ」国双方にと

ってまだ少ないが、イベント後も両者の交流が続くなど交流会の要望は大きい。 

 

５－４－２ 問題点 

主な問題点として、相互理解促進事業についての当初からの明確な方針が示されていないこ

と、また事業のサポート体制が確立していないことが挙げられる。 

相互理解促進事業は日本センター事業の三本柱のうちの１本とされながらも事業概要やター

ゲットが明確でないまま事業を実施してきており、また限られた現地のリソースで実施可能な

事業が行われているため、事業全体として内容的に偏らざるをえない状況である。「ウ」国一般

大衆向けの対日理解を促進する「日本紹介事業」が活発に行われている一方で、日本人が「ウ」

国を紹介する活動や交流事業はまだ少ない。大使館や基金の協力で実施している文化紹介事業

以外は、本部からの人的投入がないため、限られた在留邦人のリソースやまた大学やNGOによ
る偶発的な出張や派遣に頼ってイベントを実施しており、日本センターが主体的に年間計画を

立てることは困難。一方、現地ではこれまでの大使館や日本センターの事業によって日本に関

心をもつ層が育ってきており、日本センターに対する相互理解促進事業の期待は大きい。バラ

エティーに富んだ日本事情紹介や交流イベント、華道や茶道といった分野で単発ではない定期

的かつ継続的な教室の開講といった要望が寄せられている。他の２本の柱には長期専門家が配

置されているのに対し、業務調整員が事業を担当しているが本部からのサポート体制が確立さ

れておらず、事業の企画・実施の面で調整員の負荷は大きいことが挙げられる。 

 

５－４－３ 原因・課題（分析・考察） 

現在、相互理解促進事業の指針やターゲットが明確でなく、事業の核となる部分についての

議論が不十分。日本センターには様々な分野で日本に関心をもつ市民が集い、両国の相互理解

は様々な分野、レベルで進むことが望ましいと考えるが、ターゲットを絞りつつも様々な分野、

レベルでの相互理解を促していくにはどのような活動が考えられるのかといった基本的な問題

に戻って考える必要がある。 

 

日本センターの相互理解促進事業を以下のとおり大別する。 

（１）一般大衆（潜在的な知日家）に対する日本理解の充実強化 

（２）日本研究者等の知日家の支援・育成 

（３）日本人の「ウ」国理解の促進 
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図５－６ 「ウ」国での知日家の分布図 

 

今後日本センターが強化していくポイントとしては 

１）一般大衆（潜在的な知日家）に対する日本理解の充実強化については 

・幅広い分野での日本紹介イベント 

・NGOや地方自治体との草の根交流 
２）日本研究者等の知日家の支援・育成については 

・現地のニーズに合わせ、様々な講師とテーマでのウズベキスタン日本人材開発センターフォ

ーラムの実施 

・学会、経済界との知的交流 

・帰国留学生同窓会等を通じての知日家（親日家）との日本センターの関係強化 

・留学・奨学金情報の集積の強化 

３）日本人の「ウ」国理解の促進については 

・日本国内での日本センター広報 

・「ウ」国情報の日本への発信 

 等の活動が挙げられる。 

 

なお、今回の調査団で議論に挙がった日本･「ウ」国相互理解を促すための活動について、図

５－７にまとめた。 

 

 

 

 

 

-日本語教師、日本語学習者

-日本センターのビジネスや日本語コースの

学習者・相互理解促進事業の参加者 

-日本文化等に興味を持つ人々など 

日 本 研 究 者 な ど の 知 日

潜在的な

知日家 
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図５－７ 日本・「ウ」国の相互理解を促すための活動 

 

５－４－４ 提言・計画 

（１）相互理解促進事業の位置づけ・事業内容ついての議論 

日本センターは「『ウ』国民に広く開かれて」おり、様々なカテゴリーの人々が年間を通

じて、「ウ」国民が「日本」に触れることのできる「場」としての役割が期待されている。 

「当該国と日本の相互理解」という課題の中で日本センターがその長所を活かし、日本

センターが担っていくべき役割とは何かを議論し、日本センターとして実施可能な相互理

解促進事業の中身は何か、どのような活動を核としていくべきか、といった問題を明確に

するべく、JICA内部、また基金や外務省文化交流部とコンセンサスを形成し、双方からの
可能なサポートおよび協力関係について協議することが必要である。目的意識をもって相

互理解促進事業を進めることが重要である。 

 

（２）支援体制の確立 

(１)の事業概要に基づいて、本部からの相応な人的および予算投入を行い、現地が主体

的に現地のニーズに合った事業を行えるようサポート体制を整える必要がある。具体的には 

１）事業実施に係るパフォーマー、講師等の派遣 

今回、日本センターよって近隣のカザフスタン、キルギスの日本センターからも同様

の要望がある場合に、パフォーマーの巡回について提案が出されており、他のセンターと

の連携も含め検討することも有用である。 

２）現地業務費の相互理解促進事業に係る予算の計上 

今まで在留邦人の協力を得て行う事業が主であり、事業実施に係る費用が少なく済ん

－ 通訳養成講座開設 

－ 日本語教師育成 
－ 日本経済・文化研究支援 －ウズベキスタン研究支援 

－ウズベキスタン概況出版 
－ウズベキスタンに関する出版物を日本に紹介 

-日本人・ウズベク人の交流の場を提供 

   （スタデｲーツアーや、交流サロン等） 

-UJCフォーラム（日本及びウズベクに関する講演会） 

-文化人・経済人交流（ビジネスコースとの連携） 

-共同研究 

－日本に関する情報提供 

（図書、ＤＶＤ、留学情報、インターネット） 
－日本文化。事情紹介 （折り紙、茶道、華道、） 
－小学校への日本紹介 
－展示会、ビデオ映画上映会 
－各種コンテスト（日本クイズ、カラオケ大会など） 

－ インターネットやMLでのウズベキスタン 
 情報紹介 
－ 日本人がウズベキスタン情報を求めて、 
 日本センターに立ち寄る 
－ 在留邦人へのウズベク講座 

より専門性の高い相互理解を促す活動  

日本人がウズベキスタンを知る  ウズベキスタン人が日本を知る 

一般的理解を促す事業 
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でいた。また外部からの出張者や派遣に人的要素を頼っているため、年間計画が立てる

ことが難しく、そのため事前に予算確保せず、雑費から事業に係る会場借料費、広報費、

人件費、材料費を支出している。今後日本センターが自主性をもって事業展開を行うた

めには相応な予算の確保が必要である。 

 

（３）相互理解促進事業の専属担当の配置を検討 

現在、相互理解促進事業は他のコースに比べ長期専門家の不在とサポート体制の欠如に

より、「飾り物」的な印象があるが、「ウ」国では様々な日本への興味をもった市民が「日

本」と触れあうことのできる唯一の場所として、相互理解促進事業に関するニーズ・期待

は大きい。今後日本センター事業の三本柱の１つとして本格的に事業展開に取り組むので

あれば、相互理解を専属に担当する長期専門家の配置が望ましく、今後本格的な事業展開

が期待できる。 

 

（４）日本センター事業の国内広報 

現在、日本国内での日本センターの広報活動および日本への「ウ」国情報の発信はほと

んど行われていない。今後、本部と一体となって日本センター事業の国内広報をHP開設や
MLの発信等通じて行い、国際交流を推進する日本のNGOや地方自治体等の団体、また当該
国に関心を寄せる研究者等を積極的に発掘し、連携することが必要。様々な分野とレベル

での交流促進を行うことが可能になり、交流事業、また文化紹介事業の多様化を図ること

ができる。 

 

（５）その他「気づき」の点 

１）図書室機能の強化 

定期購読雑誌は順次整備されているが、その他の図書、DVD等についてはニーズに合
った蔵書を定期的に整備する必要がある。例えば、毎月、購入を薦める新刊図書のリス

トを日本センターに配布し、そこから注文できるシステムをつくるなど、定期的な図書

供給システムの確立のためのサポートが必要。また図書室運営スタッフをC/P研修などで
司書のスキルを習得させ、魅力的な図書室づくりを行っていくことが重要であり、司書

の短期専門家を派遣し、現地スタッフの司書技量を高め、図書室スペースに関するアド

バイスを得ることも有効である。 

２）留学情報の整備 

国費留学生や無償留学生試験の応募者数は年々増加しており、一部には奨学金を活用

して私費留学する者も出てきているなど、日本留学へ関心が高まっている。現在、国費

留学、留学生無償、奨学金・私費留学情報といった日本留学情報は、大使館、留学生無

償の日本国際協力センター事務所、日本センターに分散しており、包括的な日本留学情

報については一か所に集積されていない。今後、関係機関との協力によって日本留学全

般についての情報を集積すると同時に、留学相談に対応できるような体制を本部と協力

し、整えていくことが必要である。 

３）在留邦人との交流 

今回のヒアリングで特に日本語学習者から要望が聞かれた。日本センターが在留邦人
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にとって魅力ある場所であるよう例えば定期的な新刊図書の整備やウズベク語教室など、

邦人のニーズも把握しつつイベント企画を行う工夫が必要である。 

４）日本紹介事業実施に係る特殊機材 

JICA事業には馴染みのない、日本紹介事業で使用する小間物の材料（折り紙用色紙、
和風飾り物、玩具等）については、現在携行機材としての申請がJICA内で理解が得られ
ておらず事務局経費で入手している。これら事業実施に不可欠な小間物についても定期

的な入手が必要であり、サポート体制を整える必要である。 

 

５－５ 協力期間終了後の協力継続とその後の日本センターのあり方 

（１）長期的な（本協力期間終了後の）日本センターのあり方（案） 

前述のとおり、日本センターは試行しながら事業を確立していくなど従来の技術協力プロ

ジェクト（技プロ）と違う点が多くある。そこで日本センター事業が従来の技プロとは異な

る点を明確にし、この違いの認識をJICAの関係部署が共有する必要がある。以下はそのため
の試案であり、今後関係者の検討が必要である。 

１）日本センターの目標（理念） 

従来の技プロの多くは、例えば当該援助受入れ国が未熟な水道技術、環境対策技術のた

めに、高い漏水率や大量の二酸化硫黄が発生しているので、日本の技術を移転して、漏水

率の向上や二酸化硫黄排出量の削減を図ろうとする試みである。言い換えれば「問題解決

型」のプロジェクトといえよう。したがって、これらの日本の技術が移転され、問題が解

決したとき当該プロジェクト実施のニ−ズは消滅する。 

これに対し「ウ」国の日本センター事業は「市場経済移行支援」のための事業である。

したがって、「ウ」国の市場経済化が終了するまで日本センター事業のニーズはあるといえ

よう。言い換えれば、「ウ」国の日本センター事業は「理想実現型」のプロジェクトといえ

よう。 

これに加え、「ウ」国の日本センターは「日本の顔」を表現することを設立の目的の一つ

としている。このため日本センターの運営に日本側が積極的に関与し、現地のローカルコ

ストについても日本が応分の負担をしている。「ウ」国の日本センターは「相手国のため」

だけでなく、「日本のため」にプロジェクトを行っているといえよう。 

２）目標（理念）の前提 

従来の技プロの多くは、協力開始後向こう５年間、当該プロジェクトの環境は変化しな

いという前提でプロジェクトを開始する。例えば、漏水率の向上や二酸化硫黄排出量の削

減の必要性やその対策技術は大きく変わらないという前提で協力を開始する。したがって

開始時に、向こう５年間の詳細な協力実施内容を定めて事業を開始することが可能である。 

しかし、「ウ」国の日本センターは「市場経済化支援」という目的は変わらなくても、そ

の「市場経済化」の進展に応じて支援の内容が変化する。したがって、開始時に向こう５

年間の詳細な協力実施内容を定めて事業を開始することが難しく、日本センターが試行し

ながら事業を確立していく。したがって、「ウ」国の日本センターの活動の企画・実施はJICA
本部主導ではなく現地主導になる。 

３）協力終了の条件 

前述のとおり、従来の技プロの多くは日本の技術が移転され、問題が解決したとき当該
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プロジェクトのニーズは消滅する。これに対し、「ウ」国の日本センター事業は、「ウ」国

の市場経済化が終了するまで日本センター事業のニーズはある。したがって、「ウ」国の日

本センター事業の協力終了の条件は「ウ」国の市場経済化が十分な水準にまで進んだとき、

または日本センターへの応募者や来館者が少なくなるなど、日本センターがニーズに応え

られなくなったときであると考えられる。 

４）運営体制 

従来の技プロの多くは、相手国政府（C/P）が事業の運営に責任をもっている。JICA本部
はC/Pと協議し、協力開始時に向こう５年間の詳細な協力実施内容を合意する。この協力実
施の指揮命令はJICA本部→JICA現地事務所→プロ技現場となることが多い。 
一方、「ウ」国の日本センターは、日本センター自身が事業計画を作成する。JICA本部は

日本センターのあるべき姿（哲学）の提示と日本での講師派遣等の実務を担当する。JICA
ウズベキスタン事務所の役割は「ウ」国の日本センター事業と他の事業の連携強化と相乗

効果発現努力である。 

５）財政 

前述のとおり、「ウ」国の日本センターは日本側が実質上運営を行っており、現地のロー

カルコストについても日本が応分の負担をしている。さらに、「ウ」国の日本センターはビ

ジネスコース・日本語コースの授業料等の収入がある。この２点が従来のプロ技の多くと

財政上違うところである。 

「ウ」国の日本センターの具体的な費用負担は、日本側が日本センター事務所の共益費、

現地講師雇用・コース実施等の現地業務費、長期派遣専門家・短期派遣専門家の費用を支

払っている。「ウ」国側の負担は日本センター事務所の賃貸料のみである。C/Pの給料は授
業料収入から賄われている。したがって、日本センター運営費用の大部分が日本側の負担

となっている。 

今後、日本センターの財政的自立を図るためには「ウ」国側負担の割合を大きくしてい

くことが必要である。その一案としては、日本側の負担は長期・短期派遣専門家費用のみ

にとどめ、その他の事務所賃貸料・共益費・現地業務費・「ウ」国側人件費は「ウ」国側ま

たは授業料収入により負担することが考えられる。 

 

表５－３ 「ウ」国の日本センター運営費用 

当所 現在 今後

日本センター場所（ビジネ
スセンター6F）賃貸料 ウ側 ウ側

共益費 JICA JICA ウ側・授業料収入

現地講師雇用・コース実施
等の現地業務費 JICA JICA

ウ側人件費 ウ側 授業料収入
長期派遣専門家 JICA JICA JICA
短期派遣専門家 JICA JICA JICA

発生費用
費用の負担
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６）裨益対象 

従来のプロ技の多くは、裨益対象がC/P等、少数であるが、「ウ」国の日本センターは現
地職員・講師・受講生・来館者等多数である。特に相互理解活動は裨益対象が多い。相互

理解活動は、この多数の裨益対象と文化交流活動という性格から効果把握が難しい。 

７）PDMの役割 
従来のプロ技の多くは、PDMが開始時における事業の目標、成果、活動、投入の明確化

とその後のモニタリングのツールとして機能している。しかし、「ウ」国の日本センターは

開始時に事業の目標、成果、活動、投入を明確に定めることが難しい。 

８）PDMの変更 
「ウ」国の日本センターの「プロジェクト目標」はPDM上で「１．日本センターは市場

経済化に向かう『ウ』国の人材育成において重要な役割を果たす。The Center will play an 
important role in human resources development of Uzbekistan toward a market economy. ２．日本
センターは情報提供等により両国民の相互理解を推進する。The Center will promote mutual 
understanding between the peoples of the two countries through information services and other 
programs.」となっている。また上位目標は「１．「ウ」国の市場経済化が加速される。The 
process of transition to a market economy in Uzbekistan will be enhanced. ２．両国の相互理解と
友好関係が強化される。Mutual Understanding and friendly relations between the two countries 
will be reinforced.」となっている。しかし、「ウ」国の経済発展に関して、「ウ」国経済発展
のあるべき姿を「市場経済化」と呼べるか否かについては、いまだ見極めが必要な状況で

ある。 

しかしながら、「ウ」国の経済発展に関しては一層の市場原理の導入が必要なことはいう

までもない。そのためには旺盛な企業家精神とともに、公平性、透明性のある経済活動の

重要性を十分に認識できる人材の育成が不可欠である。そこで、今後PDMの変更を検討す
る。 

一案として 

・PDMのプロジェクト目標を「『ウ』国の経済発展に貢献するために、人々のエンパワーメ
ント（能力向上）を推進する」と変更する。 

・上位目標を「『ウ』国の経済発展がSMEや民間企業等の多くのプレイヤーが参加すること
により加速される」と変更する。 
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Narrative Summary Verifiable Indicators Important Assumptions 変更案 Verifiable

Indicators
Important
Assumptions

Overall Goal:

1. The process of transition to a market economy in Uzbekistan will be
enhanced.

Overall Goal:

1. Economic  development in
Uzbekistan will be enhanced
with participation of many
players such as SMEs and
private companies.

2. Mutual Understanding and friendly relations between the two
countries will be reinforced.

Project Purpose:

1.The Center will play an Important role in human resources
development of Uzbekistan toward a market economy.

-Number of applicants
for the courses
-Post evaluation by
the course
participants
-Reputation among the
business society

Interests and efforts of
Uzbekistan to adapt the
market economy will not
be reduced.

Project Purpose:

1.The Center will proceed with
empowerment of people to
contribute to the economic
development of Uzbekistan.

Interests and
efforts of
Uzbekistan to
adapt the market
economy will not
be reduced.

2. The Center will promote mutual understanding between the peoples of
the two countries through information services and other programs.

-Reputation among the
citizen
-Accessibility for the
citizen to utilize the
Center

Output:

1.The Center will be effectively managed and accessible for the
general public.

- Number and
capabilities of the
Center staff
- Balance between
income and expenditure

Continuous support to the
Project by both
government will be
ensured.

Continuous
support to the
Project by both
government will
be ensured.

2. Business courses will be continuously offered to provide practical
knowledge and skills pertinent to the market economy.  The
implementation of the courses will be gradually localized.

- Number of the
courses and
participants
- Degree of
satisfaction by the
participants

3. Japanese language courses will be continuously offered to fulfil
the needs of general public, professionals in business and the public
sectors and Japanese language teachers.  The implementation of the
courses will be gradually localized.

- Number of the
courses and
participants
- Degree of
satisfaction by the
participants
- Achievement of
Japanese language
-Proficiency of the
participants

4. Publication and visual materials related to the two countries in
such fields as economy, society and culture will be provided.  In
addition, the Center will be fully utilized for exchange program
between the two countries.

- Number of events and
participants
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  以上をまとめると次の表のとおりとなる。 
従来のプロ技 ウ国日本センタ－のあるべき姿 ウ国日本センタ－の現状 備考

目標（理念） 相手国のた
め 問題解決型 移行支援型（理想実現型）

ウ国の市場経済化が進んでいない
こと、日本企業が撤退しつつある
ことから、センタ－が育成した人
材は、活躍の場が少ない。

PDM のプロジェク
ト目標を「ウ国の
経済発展に貢献す
るために、人々の
エンパワ－メント
（能力向上）を推
進する」と変更す
る。

日本のため 日本を売込む
PDM上のプロジェクト目標とし
て、明確に「日本の国益のため」
を謳っていない。

上位目標を「ウ国
の経済発展が中小
企業や民間企業等
の多くのプレイヤ
－が参加すること
により加速され
る」と変更する。

目標（理念）
の前提

向こう５年間、
プロ技を取り巻
く環境が変化し
ない。

市場経済化が進み、その進展に応
じてニ－ズが変化する。 市場経済化が進まなかった。

協力終了の条
件

問題が解決され
たとき

日本センタ－へのニーズやその
ニーズに応えて、日本が提供でき
るものがなくなったとき

運営体制

相手国政府（C／
P) が事業の運営
に責任をもって
いる。JICA 本部
（開始時に、向
こう５年間の詳
細な協力実施内
容を定める）－
JICAウ事務所－
センタ－。

JICA 本部－JICAウ事務所－セン
タ－

同左。
日本が事業の運営に責任をもつ。
センタ－は事業計画を作成。JICA
本部は日本センタ－のあるべき姿
（哲学）の提示と日本での講師派
遣等の実務。JICAウ国事務所の役
割はウ国のセンタ－事業と他の事
業の連携強化と相乗効果発現努
力。

センタ－は独立公
益法人。

事業の進め方

問題解決型なの
で、開始時に、
向こう５年間の
詳細な協力実施
内容を定めて事
業を開始する事
が可能。

移行支援型なのでセンタ－が試行
しながら事業を確立していく。 同左

財政 収入なし 授業料収入 日本語コースは授業料収入で講師
費用を賄える

裨益対象 C/P少数 現地職員・講師・受講生・来館
者・来館者 同左

特に相互理解活動は効果が測りに
くい。 同左

PDM の役割

開始時での事業
の目標、成果、
活動、投入の明
確化とその後の
モニタリングの
ツ－ルとして機
能。

開始時に事業の目標、成果、活
動、投入を明確に定めることが難
しい。

同左

 
 



 

－47－ 

補章 ビジネスコース 
 

１．総括評価 

日本センターのビジネスコースは「ナヴォイ劇場」のようなものである16。同劇場は高品質なオ

ペラやバレエを低価格で一般市民に提供しており、良質の学習機会を妥当な価格で広く一般市民

に直接提供する日本センターのビジネスコースは第二のナヴォイ劇場であるといっても過言では

ないだろう。 

特定テーマに関するセミナーのように１週間程度で終わってしまう単発事業ではなく、「ウ」国

で実施されているビジネスコースは５か月と長い期間続く事業である。前者が一瞬のインパクト

を与えることにより人々の発想を変えようとする祭りのようなものであるとすれば、後者にあた

る日本センターのビジネスコースは教育のように長期展望にたった人間開発をめざす事業である

といえよう。 

良質な教育を長期間にわたり提供するためには経費もかかる。他方で開発援助プロジェクトで

ある日本センターのビジネスコースは特定富裕層だけに機会を提供することをめざしていないた

め受講料等の設定には金額的な上限があり、民間事業のように独立採算での運営をめざすことに

は困難が伴うのだといえる。したがい、公的資金を原資とするJICA事業として実施するにあたり、
極めて高い妥当性を有すると評価される。 

日本センター事業はこれまでのJICA事業と異なる側面がいくつもあるが、柱の一つであるビジ
ネスコースについても様々な新たな取り組みがなされ、まさに「白いキャンバスに自由に絵を描

く」がごとくに長期専門家は自由かつ積極的に活動を展開してきたものと見られる。ただし、新

たな取り組みであったがゆえの苦労も多々あったのものと推測される。例えば、JICA事業はこれ
まで途上国の行政官育成を通し、途上国の一般国民に広く開発効果が裨益される方法を採用して

いたが、日本センターは官民分け隔てなく一般のウズベキスタン人を直接の裨益対象とする方針

であったため、ビジネスコースの準備・運営のあり方も既存技プロの経験に全面的に頼ることは

できなかった。 

このように先行事例がないなか、PDMに記された成果は、２年間という限られた時間の中で着
実に実現される必要があり、長期専門家は入念な事前準備のうえ、計画的に活動を実施しており、

その点からJICAは新規事業の立ち上げ・実施のプロフェッショナルを採用したものと考えられ、
効率性の高い投入を行ったものと評価される。 

 

成果については、PDMに記載されている事項だけでなく、記載事項のほかにもプロジェクト目
標達成に資すると考えられるものが複数実現されている点は高く評価される。具体的には、受講

生に「自信」を与えることで起業家が複数名輩出された点、またOJTを強く意識した運営業務の現
地職員への積極的な移譲による現地化と自立発展性のための「体制基盤整備」が挙げられる。最

大の功績は日本センターのビジネスコースの「価値／ブランド」創造に貢献した点と思われる。

ビジネスコースの主要コースであるPMPへの応募者は増加傾向にあり、その半数は知人、同僚、
上司から勧められ、応募している。換言すれば口コミで日本センターのビジネスコースの評判が

                             
16 1947年に完成したナヴォイ・オペラ・バレエ劇場では、良質のオペラやバレエが1,500ソム（1.5ドル）で鑑賞できる。「白鳥
の湖」など人気のあるバレエは親子連れで満員となる。同劇場は第二次世界大戦後旧日本軍抑留兵士により建設されたとい
われ、1960年代の大地震にも唯一耐えた建造物として「ウ」国では大変有名である。 
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広まっており、このことはビジネスコースの価値が「ウ」国の人々に徐々に認められてきている

事実を指す。ビジネスコースは良質の教育を妥当な価格で提供しているが、日本センターのビジ

ネスコースの価値をさらに高める点として、「クリーンな日本のイメージを体現」している点があ

ろう。「受講生の選考、成績評価が公平に行われている」という印象を受講生は有しており、それ

までの「ウ」国教育・研修機関とは違う側面を日本センターのビジネスコースが有することをウ

ズベキスタン人が認識しつつあるのだと評価される。 

 

このように投入が成果に結びつき、プロジェクト目標達成に向けて着実に歩み始めることが可

能となった背景には、長期専門家等個々の関係者の努力と熱意のほか、競争環境が４年前の事前

評価調査時の予想ほどには激化しなかったこと、また実施機関が極めて協力的であったことが指

摘できる。 

カザフスタンやベトナムでは、日本センターのビジネスコースと直接・間接的に競合する教育・

研修機関が多数存在する。したがい、受講生による教育・研修機関の選別は厳しく行われるため

顧客である受講生には受講料に見合った自己研鑽の場であることを認識してもらうため相当の努

力をする必要がある。そのためには良質な講師の確保も命題となり、講師謝金の高騰、必要な時

季での良質な講師の確保等の面では、競争の激しい国ほど日本センターのビジネスコースは厳し

い活動を強いられる。当然「ウ」国においても類似機関は存在し、競争も存在するが他国と比べ

激化はしていない。しかし、近い将来競争環境が増幅しないともいえず、現時点から準備するこ

とは肝要であろう。 

 

「ウ」国日本センターの実施機関は大学ではないため、ビジネスコース運営に関する経験や知

識がなく、立ち上げ時期の運営等に際しては協力こそすれ、遅延を来すような問題提起等をいた

ずらに行うことはなく、ビジネスコース関係者はビジネスコース立ち上げに専念することができ

たのだといえよう。他国の日本センターでは実施機関が大学であるため、コース運営等の経験は

（分野的には経営やビジネス関係では必ずしもないにしろ）当然のことながらもっており、ビジ

ネスコースで講義可能な講師を有している場合もある。ただし、実施機関である大学が有する知

見や講師が日本センターのビジネスコースに必ずしも適するとはいえないため、活動方針や現地

講師採用に際し、長期専門家との実施機関派遣のC/Pの考え方などの相違を主因とする調整事項に
関係者が必要以上に時間を割かれることがある。しかし、「ウ」国日本センターでは教育・研修経

験を有しない組織が実施機関となったため、調整コストの発生はほとんどなかったと考えられる。 

 

今後の「ウ」国の市場経済化の進度は楽観視はできず、就職や起業機会の増大化が望めるよう

な環境変化が直ぐに起こるという見通しはない。そのため、日本センターのビジネスコースを修

了したことが「即」就職、起業に結びつかないことを前提に活動が進められる必要がある。した

がい、日本センターのビジネス・コースは数年で具体的なインパクト発現をめざすのではなく、

長期的な観点から「ウ」国の経済開発に資する人材育成に寄与するのだという認識が、現地およ

びJICA本部において改めて必要となろう。例えば、「将来の市場経済化が加速したときの人造りへ
の貢献」「国際社会から取り残され、なかなか変わらぬ政府に嫌気をさし“厭世ムード”が広まり

つつある『ウ』国の人々をエンパワーする」ことが日本センターのビジネスコースの役割の一つ

であるという確認をするべきである。 
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関係者の大変な努力の末、日本センターのビジネスコースは成功しているといえる。ビジネス

コース関係者はこれまでの活動を基礎に活動の拡充を計画しており、現地職員の能力開発の進度

や競争環境等外部環境の行方にかんがみると妥当であるといえよう。ただし、PMPコースは５か
月間連続の開講であり、短期・単発セミナーと比べ、現地関係者は大変な業務量を引き続き担う

こととなる。 

今後の活動の眼目は、この２年半で作り上げた日本センターのビジネスコースの「価値」の維

持であると考える。その価値が「他機関には真似できないほどに高度で「ウ」国の人々に喜ばれ

るものとし続けること」が、関係者の大切な使命の一つであり、その価値にさらに厚みと輝きが

付加されていく方向で活動のあり方を意識していくことが肝要と考える。我が国は欧米やロシア

とは異なる経済・社会開発経験を有しており、日本センターのビジネスコースの価値を維持、拡

大し、提供し続けることは、「ウ」国の人々に、欧米やロシアとは違う（国造りの）価値／オプシ

ョンを提供することとなる。また受講生に対する公平な対応を素地とする教育・研修活動を地道

に運営する姿勢は、「ウ」国の他現地教育機関の模範となる可能性を有する点にも着目したい。こ

のように志高く活動を続けていくことは、実施機関である対外経済関係庁に、そして「ウ」国政

府にも喜ばれ、日本センターのビジネスコースの発展に有用な支援者を増やしていくことにもつ

ながると考えられ、結果的に事業としての競争力を高め、その自立発展性（含む相当範囲での現

地化）に結実するであろう点は強調したい。 

 

２．プロジェクト（ビジネスコース）の実績に関する調査結果 

（１）投入実績 

１）ビジネスコース運営指導専門家 

本中間評価実施時点において、２人の長期専門家が順次投入されている。2001年２月よ

り初代のビジネスコース長期専門家が配置され、ニーズ調査、競合・提携先調査実施のう

え、20週間にわたる「PMP：Professional Management Program（Intensive MBA type education）
／Aコース」を設計、第１回から３回までの企画・運営および第４回の企画まで担当。その
他に１～２週間の短期コース／Bコース、１～２日のセミナーも企画・運営／Cコース17。

2003年６月より赴任した二代目の長期専門家は、第４回PMPを運営しつつ、それまでの実
績を踏まえ、第５回目以後のPMPの改訂案を検討中である。また「日本的経営」に焦点を
当てた新たなBコースのあり方を考案中でもある。 

２）講師 

延べ50人以上の講師が投入されている。A、B、Cコースへ投入した講師は基本的に日本
人講師（本邦発短期専門家）と「ウ」国現地講師によって構成されている。AおよびBコー
スの講師の現地での業務日数は１～２週間、Cコースの講師は１～２日である。表１に初代
長期専門家が担当した2003年７月までの講師投入実績を整理した18。 

 

                             
17 本報告書内の他の箇所では、2004年３月までの実績値を使っていることがあるために、表１と若干異なる数値が見られる場
合がある。 

18 同一講師が複数コースを担当することもあるため、表１の講師数と実際の投入数とでは若干食い違っている可能性がある。 
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表１ ビジネスコース投入講師数（200１年11月～2003年７月） 

 Aコース Bコース Cコース 計 

日本人講師 27人 ８人 ４人 39人 

「ウ」国現地講師 16人 ０人 １人 17人 

計 43人 ８人 ５人 56人 
        出所：ビジネスコース運営・指導長期専門家作成資料等 

 

３）その他形態での講師投入 

上記に含まれない投入がいくつかある。2003年３月実施のCコースでは、マレーシア人を
第三国専門家として招聘し、「マレーシアの経済発展における日本の貢献」というテーマで

講義を行っている。また、シニアボランティア、「ウ」国日系企業職員等にも講演等を依頼

し実施している。 

４）通訳 

ほとんどの日本人講師にとり、講義をロシア語またはウズベキスタン語で行うことは容

易ではない。よって日本人講師は原則英語―ロシア語の通訳を通し、英語にて講義してい

る。なお、70年以上ロシア支配体制下にあったため、受講生は基本的にウズベキスタン語

よりもロシア語を得意とする19。 

５）現地職員 
現在ビジネスコースには中間評価時点で３人のウズベキスタン人現地職員が雇用されて

いる。人件費は現地業務費で負担している20,21。 

６）成績優秀者の日本への派遣 

2003年７月時点まで、５人がC/P研修生として日本に派遣されている。３人はPMPコース
受講生の中で最も優秀な成績を納めた修了生である。その他は、１人がビジネスコース現

地職員、また１人は「ウ」国現地講師である。 

７）「ウ」国側の投入 

他の日本センターのビジネスコースとは異なり、「ウ」国ビジネスコース運営指導長期専

門家に対してはC/Pは配置されていない。 
なお、ビジネスコースではコースを規定の条件で修了した受講生に対し修了証を発行し

ているが、日本大使と連名で「ウ」国実施機関である対外経済関係庁大臣による署名がな

されている22。 

 

                             
19  1991年のソ連からの独立後、ロシア語に代わりウズベキスタン語による基礎教育が普及しており、教育関係者の中には遠く
ない将来ウズベキスタン語をより得意とする層が増えるであろうと予想する者もいる。 

20  ２人はPMPコースを首席で修了したOBとOGである。また、１人は文部科学省国費留学生として東北大学で生物科学の博士
号を取得している。 

21  立ち上げ当初に採用した現地職員は既に退職しているため、本調査での面談に際しては、原則現在雇用されている現地職員
に対してのみ行った。ただし、以前通訳を務めていた現地職員とは面談の機会があり、貴重な助言を得られた。 

22  PMP３までは、昼間部のA-1のみが修了式を経ており、A-1とA-2が共に修了式を受けているのはPMP４からである。 
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（２）活動実績 

１）総論 

R/Dに添付されたPDMには、ビジネスコースの予定活動として、表２の８つの活動内容が
明記されており、①を除きそのほとんどが実現されている（行末の数字はPDMに記されて
いる番号と同一）。プロジェクトの「ウ」国側実施機関が教育・研修機関ではないために、

advisory groupに参加可能な要員を動員できなかったことが一因と考えられる。一方で、長
期専門家は活動の一つであるneeds surveyを精力的に実施しており、その活動を通じ、「ウ」
国の主要ビジネスコース関係者から必要な助言等は得ているとも理解され、advisory group
設置の初期の目的は達成されていると考えられる23。なお、C/Pである共同所長からはAコー
スを実施する際、若者や起業志向者のみを対処とせず、企業で働く人々も同時に対象にす

べきという助言を得ている。この助言をもとにPMPのAコースは、昼間実施のA-1と夜間実
施のA-2の二本立てで実施されることとなった24。 

 

表２ PDM記載の８つの活動 

① “To set up and operate the advisory group for consultation on business course (2-1)” 
② “To conduct needs surveys on business courses (2-2)” 
③ “To make a basic design of business courses based on the result of the needs surveys (2-3)” 
④ “To make annual implementation plans for business courses (2-4)” 
⑤ “To advertise for applicants and select participants (2-5)” 
⑥ “To implement the courses (2-6)” 
⑦ “To train Uzbekistan personnel who will manage and implement the business courses (2-7)” 
⑧ “To evaluate the outcome of the courses and reflect lessons learned in future courses (2-8)” 

 出所：R/D添付のPDM 

 

２）特筆すべき活動の考察 

上記活動の中で特筆すべき活動について考察した。 

ａ）“To conduct needs surveys on business courses (2-2)” 
2001年２月に着任した初代のビジネスコース運営・指導長期専門家は、2000年２月実

施のビジネスコース事前調査結果を踏まえつつ教育・研修機関、企業等を訪問するなど

自らニーズ／競合調査を実施している。「ウ」国赴任前には、日本国内の関係機関を訪問

し、ビジネスコース運営に資するアドバイスを得るべく国内準備活動を精力的に行って

いる。特筆すべきは、我が国で有数のMBAをもつ慶應大学を訪問し、MBA担当教授の支
援を受けられるべく強い熱意をもって交渉した点である。 

このような入念な立ち上げ準備において、長期専門家はすべてを自ら独りで行うこと

なく、現地職員を常に巻き込みつつ実施をしていった点は後述する運営ノウハウの蓄積、

現地化、自立発展性という観点から特筆に値する活動姿勢の一つであると考えられる。 

                             
23 R/Dには、以下のように当該advisory group について言及されている：“For the implementation of highly qualified business courses, 

an advisory group will be set up, whose function is to provide the Project with necessary advice on needs assessment, curriculum 
development, recruitment of lectures, etc.” 

24  C/P所属の対外経済関係庁職員を日本センターのビジネスコースに通わせる余地も考慮しての助言であったとされている。 
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ｂ）“To train Uzbekistan personnel who will manage and implement the business courses（2-7）” 
前述のように３人の現地職員がビジネスコース運営のために投入されており、その主

たる担当業務は次のとおりである。 

・コース実施前 

- 新規コースの宣伝広告 

- 問い合わせ対応、受講申込書の手交と受付け 

- 選考準備 

- 講師使用教材、通訳準備 

・コース実施中 

- 開講式準備と実施 

- 受講生出席確認 

- 講義資料配布、機器設置準備。その他講師からの要請への対応 

- 受講生からの要請への対応 

- 試験実施支援、講師による採点支援、結果集計 

- 受講生からのアンケート回収 

- 閉講式準備と実施 

・コース実施後 

- 同窓会組織支援 

- 修了生からの問い合わせへの対応 

 

現地職員との面談、日本人講師の専門家報告書等からそう遠くない将来、ビジネスコ

ースの活動の相当部分を現地職員が担うことが可能となるであろうと推察された。ただ

し、「日本人講師の選定」については、「長期専門家による講師への直接的コンタクト（＝

一本釣り）」がもとに行われており、日本人同士のネットワークの中で選定・招聘されて

きたのが実態であると考えられる。したがい、後述するJICA本部での講師派遣支援シス
テムが確立・定着されるまでは、現地職員が「日本人講師の選定」を担うことはかなり

難しいと考えられる。ニーズ／競合調査においても現地職員への技術移転が進んでいる

点も付言したい。前述のようにビジネスコース立ち上げの際に長期専門家はニーズ／競

合調査を実施しており、その際現地職員を同行させている。PMP２終了後、長期専門家
指導のもと二度目のニーズ／競合調査を現地職員が一人で実施し、その結果はPMP４の
企画に際し有効に活用されている。 

ｃ）“To make a basic design of business courses based on the result of the needs surveys (2-3)” 
ビジネスコース立ち上げの際のニーズ調査を踏まえ、５か月連続した講義が行われる

PMPが企画、実践されている。2000年２月に実施されたビジネスコース事前調査結果で
も「ウ」国に欠けていたのが“長期間”にわたる“実践的”なビジネスコースという指

摘がなされているが、同様の結論を長期専門家は自らが実施したニーズ／競合調査を通

じ得たようである。数日から１週間という短期間かつ単発の講義を行わずに長期的にコー

スを実施することの意義・効果等は後述の分析に譲るが、ここでは「実践的」授業の実

施についての検証を行いたい。PMPのA-1コースでは、日本人講師と現地講師がおよそ半
数ずつ講義を受け持っているが、「ウ」国のビジネス慣習や移行経済の実態等をより良く
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踏まえた授業が必要と考えられる、「会計」や「ビジネス法律」には現地講師を当ててい

る。他方で「生産管理」や「マーケティング」のように「ウ」国にて従来から馴染みの

ない科目については積極的に日本人講師を当てることで、受講生には国際レベルの知識

取得が可能となるべく工夫がなされている。特筆すべきは、人的資源管理と財務・会計

については、日本人講師と現地人講師をセットにして講義に当たらせている点である。

人的資源管理には従業員の育成、評価というように、日本企業等先進工業国企業の経験

をウズベキスタン人受講生に紹介する観点から日本人講師を投入する意義の高い側面が

ある一方で、採用や退職というように、「ウ」国の労働法やソ連時代の労働慣習の理解が

重要な側面もあり、したがい現地講師の投入がより高い効果を生み出すと考えられる面

もある。財務については、国際会計基準を踏まえた企業財務の講義を行うにあたっては、

日本企業等先進工業国企業での事例を踏まえた講義を行う必要があるという点から日本

人講師の投入が有効と考えられるものの、実際に「ウ」国にて行われる税務処理手続き

まで視野に入れた会計の講義では、複雑な「ウ」国の会計制度を熟知した現地講師でな

ければ有効な講義の実施はありえないと考えられる。 

 

（３）成果とプロジェクト目標達成の見込み 

１）成果 

成果達成度合いを計るには、現在のPDMに記されている指標だけでは困難である。ここ
ではまず記載されている成果の解釈を改めて行い、達成度合いの分析を行う。その後、PDM
の成果を計る指標の一部に沿い、成果達成概況とプロジェクト目標達成見込みについて概

述する。 

ａ）総論 

PDMに示されている成果は“Business Courses will be continuously offered to provide 
practical knowledge and skills pertinent to the market economy pertinent to the market economy. 
The implementation of the courses will be gradually localized.”とされており、次の２つの成
果に換言されると考えられる。 

①実践的講義の実施 

②現地化 

いずれの成果も達成されつつあると見る。 

実践的講義の実施については、前項での検証結果のほか、①民間企業での業務経験豊

富な講師を配置すること、②日本等先進工業国における経営理論や企業内経験を、「ウ」

国の市場経済化の進度を考慮しつつ伝えることが可能な講師を配置すること、③一方的

な講義ではなく、受講生と対話や議論（双方向授業）が可能な講師を配置することによ

って対応している。 

現地化については、運営面と講義の２つに分けて分析したい。既述のように、日本人

講師の選定に直結する事項を除き、現地職員にて相当部分の業務が対応可能であること

が確認されている。講義の現地化については、「日本人講師の講師全体の数における比率

を漸減する」ことで実現は可能である。ただし、「日本」という冠を付けているビジネス

コースである点を考慮すれば時間をかけて検討すべき重要な点であり、今次中間評価で

の判断は時期尚早と考える。 
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後述のように、日本センターのビジネスコースではその他類似機関では得られない品

質の講義を受けられるというイメージ（日本センターブランド）が「ウ」国内にて確立

されつつあり、その一つの要因が日本人講師を投入してきたことによると見られる。つ

まり、ブランド確立という観点からは日本人講師の投入は成果に結びついており、今後

そのブランドを維持するために日本人講師をこれまでと同程度に投入することが必ずし

も必要ではない、という仮説も成り立つ。 

ｂ）高い満足度 

成果の指標の一つとして“Degree of satisfaction by the participants”がある。各コースの
実施終了後受講生へのアンケートを行っており、その結果ほぼ100％の受講生が「満足」

「受講目的を果たした」と回答している。PMPでは各科目ごとに試験が行われ、成績が
他の受講生と比べて悪い受講生からは講義に対する印象や不満を聞くことで、次の科目

で同様の問題が起こらないように対処を心掛けており、そのようなビジネス・コース運

営関係者の対応が高い満足度の維持を支えているものと考えられる。 

ｃ）800名以上の受講者数と２倍以上の倍率となったAコース応募者 
2001年10月より2004年２月までの17か月間活動を実施したビジネスコースに参加した

ウズベキスタン人の延べ人数は800名以上に上り、年率で560人以上の受講生を受け入れ

たことになる。2002年度のJICAの「ウ」国からの研修員受入れは131人であることから、
ビジネスコースの受入れ人数は決して小さいものではないといえる。 

延べ800人以上の受講生のうち、178名は５か月にわたり経営関係の科目を連続して受

講するAコースの参加者である。表３にこれまでのAコースへの応募者数と不合格者数を
示した。当初３回のAコースでは定員の約1.5倍の80人前後の申し込みがあったが、第４
回に関しては、総応募者数が100人を初めて超え、倍率も２倍を超えるに至った。また不

合格者や辞退者で、「次回は優先的に入れてほしい」という声が多く、PMP５以後のWaiting 
Listに載っている人数は70人に達するなど、日本センターのビジネスコース受講希望者数
は上昇傾向にあるといえる。 
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                 出所：プロジェクト資料より筆者作成 

図１ PMP-Aコース応募者数推移 
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２）プロジェクト目標達成の見込み 

ａ）総論 

R/D締結時のPDMには２つのプロジェクト目標が設定されており、ビジネスコースは
特に“１．The Center will play an important role in human resource development of Uzbekistan 
Toward Market Economy”達成に向け、投入と成果の実現を進めていると理解される。PDM
におけるプロジェクト目標達成を計る指標としては、①受講生数、②受講生によるコー

ス評価、③「ウ」国企業における評判の３点が挙げられており、以下のようにプロジェ

クト目標達成に向かい成果が着実に上がっていると捉えられる。 

①受講生数：既述のようにAコースへの応募者数が順調に伸びている。受入れ絶対数も決
して小さいものではない。 

②受講生による高い評価：既述のように、受講生からのアンケート結果の満足度は極め

て高い（満足という回答が100％近くに達する）。修了生は自ら同窓会組織を形成し、

相互交流を深めている。またPMP４からはコースの締めくくりの科目であるビジネス
プランにおける受講生発表の場に同窓会組織として出席し、優秀者には賞品を出すな

ど、日本センターのビジネスコースとの関係深化を積極化している。なお、修了生と

の面談を通し、彼等の「ウ」国日本センターのビジネスコースに対する高い評価と今

後への強い期待感が確認されている。 

③「ウ」国企業における良い評判：ビジネスコース担当現地職員によれば、PMP４応札
者の半分近くの受講動機は「同僚に薦められた」、「上司に薦められた」であったよう

である。また今後個別企業に対する「出前講義」をビジネスコースは構想中であるが、

これは受講生が派遣元企業の上司等にビジネスコース参加の成果を報告し、その結果

多くの企業が日本センターのビジネスコースに対し良い評価を下していることが要因

すると考えられる。また地方都市からの参加希望者も徐々に増えており、口コミによ

る良い噂が地方企業の間にも漸次拡がりつつあると推察される。 

ｂ）市場経済化への寄与度が計りにくいビジネスコースの成果 

PDMに設置されている指標に沿えば、プロジェクト目標達成は可能であると考えられ
る。プロジェクト目標達成の外部条件である「両国政府の日本センターへの支援の継続」

も、本調査中に「ウ」国側の積極的な支援の継続が確認されていることから不変である

と判断される。ただし、どの程度日本センターのビジネスコースが「ウ」国の「市場経

済化」に寄与しているのか、現在設定されている指標からは判断が難しい。さらに、後

述のように「ウ」国はカザフスタンと比べて市場経済化を緩やかに進める方向にあり、

そもそもこのような目標設定自体が有効なものなのか、JICA本部にて議論が必要と思わ
れる25。 

ｃ）長い目で見るべき上位目標の具現化 

上位目標の一つである“The process of transition to a market economy in Uzbekistan will be 
enhanced”については、外部条件（「ウ」国の市場経済化への積極性が損なわれない）が

                             
25 “market economy”の定義をまずは行う必要がある。JICA国別事業実施計画では、市場経済化を「最終的に経済活動が民間部
門に移動する」状態としており、この定義を用いるのならば、例えば「国営企業を完全民営化するプロセスに貢献した日本
センターのビジネスコースの修了生の数」が指標として考えられる。ただし、修了生の活躍を同窓会組織支援を通して把握
するなど、継続的な努力が必要となる。 
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満たされていない状態が散見され、状況の改善も今しばらくは起こらないと推定される

ため、プロジェクトが予定通り活動し、プロジェクト目標を達成したとしても、上位目

標の具現化は難しいであろうというのがプロジェクト関係者およびJICAウズベキスタン
事務所の見方である。 

PMP修了生の中にはいまだ失業中の者も相当数おり、日本センターのビジネスコース
の修了証を活用して就職先を求めていたものの希望通りに就業が実現することは多くは

ないようである。このような外部条件から、上位目標への到達は長い目で考える必要が

あると考える。 

 

３．評価結果 

（１）５項目による評価 

２における実績の分析を踏まえ５項目評価を以下のように行った。なお項目によっては、

2000年２月に実施したビジネスコース事前調査結果との比較も交えながら評価する。 

１）妥当性 

ビジネスコースは以下より妥当性の高いターゲットを活動の対象としていると評価され

る。 

ａ）対象ターゲットの適確性 

ビジネスコースはプロジェクト開始後実施されたニーズ調査の結果をもとに次の３つ

のグループを対象とし、活動を展開している26。 

①若手で将来性のあるビジネスマン（幹部候補）および起業家予備軍 

②中間管理職および起業家 

③企業指導者および中央省庁・地方行政における産業政策やSME政策担当者 
これらをターゲットとしていることは、「経済体制を担い得る人材育成」を重点課題と

した1997年10月策定の「The National Program of the Personnel Training System（人材養成の
国家プログラム）」の方向性と合致すると考えられる。また、「ウ」国に対する日本政府

の援助方針（2000年の経済協力総合調査）の一つに「市場経済化の促進（人材育成、法

的制度的システムの整備、産業構造改革）」が掲げられており、方向性は合致していると

考えられる。 

2000年２月に実施されたビジネスコース事前調査では表３にあるターゲットを対象と

することを提案しており、長期専門家が実施した調査結果とほぼ符合することがわかる。

表３中の「４．旧国営企業や行政官、地方商工会議所トップ」等は前記「③企業指導者

および中央省庁・地方行政における産業政策や中小企業政策担当者」と近似するが、こ

れまでの活動では結果的に主要なターゲットとはなってはいない。後述するように、日

本センターのビジネスコースの地方展開が日本センター関係者では企図とされており、

その活動の中で漸次ターゲットとして包含されていくものと推測される。 

                             
26  初代のビジネスコース運営指導長期専門家作成資料より抜粋。 
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表３ 事前調査時のビジネスコース想定ターゲットと講義内容 

１．既に起業して数年経た起業家：輸出のための基礎情報収集方法や新商品探索方法（マーケ
ティング）、増えた従業員のマネジメント等の悩み解決 

２．大企業（旧国営企業）の中堅管理職：工場近代化に必要な生産管理、負債の概念 
３．これから起業したい人（含む大学等新卒学生）：経営学全般から会社設立手続き、融資申請

手続き、事業計画立案、パソコンによる必要書類の作成等 
４．大企業（旧国営企業）経営者、幹部、SME担当行政官、地方商工会議所トップ：諸外国に

おける市場経済の実態、サポーティングインダストリーとSMEの役割、特定日本企業の成
功までの歴史等 

出所：ビジネスコース事前調査報告書、2000年２月 

 

ｂ）公平性 

ビジネスコースでは特定の省庁等の行政官を優先的に受講生とすることはなく、広く

一般より募集をし、厳格な審査（書類選考と面接）を通し受講生を選考している。また、

PMPでは成績優秀者を日本へのC/P研修者として派遣しているが、その選考方法も試験結
果に基づくなど高い公平性を前面に出した活動方針を貫いている27。したがい、公的機関

として、また日本センターのめざす「広く『ウ』国市民に開かれた『場』」という看板に

違うことなく、公平性という観点からも日本センターのビジネスコースはJICA事業とし
て妥当性を有すると評価される。 

なお、「公平性」がビジネスコースの強みとなり、後述のように日本センターのビジネ

スコースのブランドを構成する一要素となっている点は強調したい28。 

ｃ）日本独自の活動を展開 

日本センターのビジネスコースは「Japanese Style Management（日本的経営）」が学べ
ることを売りの一つとしており、そのため前述のように日本人講師の投入を積極的に行

っている。このような日本人講師の積極的投入は他類似教育・研修機関では相当難しい

と考えられる。一部大学では、日本の経営・経済を専門とする大学教員等を数日間招聘

することはあっても、PMPのように５か月の間、何名もの日本人講師を連続して招聘し
ている例は確認されていない29。このように、日本センターのビジネスコースは日本の独

自の活動を実施しているという点からも妥当性が高いといえる。 

２）有効性 

ａ）総論 

「３－３ 成果・プロジェクト目標達成の見込み」での分析にあるように、ビジネス

コースの活動実施による成果は、プロジェクト目標の達成に大きく寄与する方向で実現

されており、よってビジネスコースは日本センタープロジェクトの一つの活動として高

い有効性を有すると評価される。具体的には、 

①PMP応募者数が伸びつつある 
②「ウ」国政府はこれまでの活動を賞賛し、地方展開等活動の拡大を強く望んでいる 

                             
27  「ウ」国大学では、成績の改ざん、卒業単位の不正取得が横行しているといわれている。  

28  この公平性は業務調整専門家等ビジネスコース以外の関係者の努力にも大きく因ると見られる。  

29  本中間評価調査にて有識者として参団の弦間早稲田大学教授も、「ウ」国の大学と協力関係を有している。 
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という２点から有効性は確認される。後者の具体的な方策については後述するが、「ウ」

国側はタシケントで実施されている活動と全く同様なものを地方都市にて実現されるこ

とを望み、全面的な協力を表明している。したがい、「ウ」国政府は日本センターのビジ

ネスコースの「ウ」国人材育成における有効性を認識しているのだといえる。 

ｂ）貢献要因１：真摯かつ計画性の高い長期専門家の活動姿勢 

既に実績に関する調査結果の中でいくつかについて述べているが、それらの中でもビ

ジネスコース運営指導長期専門家の特筆すべき活動の姿勢について有効性に貢献する要

素として言及したい30。 

①入念な事前準備：初代のビジネスコース運営指導専門家は自ら活動計画と目標を詳細

に立てているが、その前提となるニーズ調査も既存事前調査結果を活用しつつ精力的

に行った。PDMの活動の中でも明記されてはいる活動ではあるが、自らの意志で派遣
前から国内においても入念な準備を行っている点は評価に値する。 

②現地講師・職員に頻繁に相談する姿勢：本中間評価調査の面談において、現地職員や

現地講師が長期専門家から頻繁に相談を受けた点を指摘されている。長期専門家は現

地の人材への相談を怠らないことで、活動の方向性や内容が現地ニーズに沿っている

か否かを常に確認していたものと推察される。またこのような姿勢は現地職員や講師

の活動意欲を向上させる効果もあったと考えられ評価される。 

ｃ）貢献要因２：穏やかな競争環境 

ビジネスコース事前調査が行われた2000年２月当時と比べ、日本センターのビジネス

コースが対応しなければならない類似機関との競合状態はあまり変化しておらず、むし

ろ競争環境は穏和化しているともいえる。例えば、世界外交経済大学のMBAコースは2002
年９月に閉鎖されている。 

2000年頃から漸次、それまでTacis等ドナーの支援にて活動していた教育・研修機関が
ドナーによる給与補填等の支援を受けられなくなり、研修活動の縮小等を余儀なくされ、

したがい多くの講師が職を失う結果となった。また経済全体が急激には活性化しなかっ

たこともあり、優良な現地講師や職員の確保や極端に高額な講師謝金に困窮することは

あまりなかったようである。 

ｄ）貢献要因３：技術移転が必要なC/Pの不在／大学がC/Pでなかった点の功 
既述のように日本センターのビジネスコースでは長期専門家が技術移転をする対象と

なるC/Pはいない。一方、他の日本センターでは、プロジェクトの実施機関が大学機関で
あることが多く、大学教員が長期専門家のC/Pとなることが通常である。この場合、C/P
を含め大学所属講師をビジネスコースの講師として活用するよう実施機関から求められ

ることがあるが、実施機関の講師がすべて日本センターのビジネスコースで求められる

資質を有しているとは限らず、日本センターのビジネスコースにて実施機関の講師を活

用することは適当ではないと専門家等に判断される事態も起こり得る。そのような日本

側プロジェクト関係者の考えを実施機関が素直に受け入れるとは必ずしもいえず、その

調整に関係者が時間を取られることが他の日本センターのビジネスコースでは起こって

                             
30  初代ビジネスコース長期専門家はプロジェクトマネジメントの「プロ」である点も有効性に寄与していると推定される。ま
た、二代目の長期専門家は大手製造業の海外事業展開を取り仕切る経験等を豊富に有し、プロジェクトの有効性に大きく寄
与していくものと期待される。 
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いる。「ウ」国日本センターのビジネスコースではそのような実施機関との調整等に時間

を取られることなく実施できた点が幸いしていると考えられる。 

３）効率性 

ａ）適確な投入の持続 

既述のようにビジネスコースは５か月にわたる長期のAコースを年２回の頻度で実施
しており、受講生募集、講師確保のための諸手続き、修了生による同窓会組織の支援、

ニーズ調査の実施等まで勘案すると長期専門家および現地職員は間断なく業務に従事し

ているとものと考えられ、極めて効率性の高い投入がなされていたと評価される。 

日本からの講師である短期専門家の投入も必要な科目に対し着実に実施されたと評価

される。また現地講師については次述のタイミングの適確性は除き必要かつ優秀な講師

の確保が着実になされており、成果実現のために必要な投入処置が取られていると見ら

れる。 

ｂ）難しい講師投入のタイミング 

一部科目については講師の都合によりビジネスコース長期専門家が企図したタイミン

グにて必ずしも実施されなかったこともあった。例えば、PMP４ではGeneral Management
やStrategic Managementはコース冒頭で実施されるように当初計画ではなっていたものの、
結果としてEconomicsやAccounting、Marketing Researchが最初に実施されている。また、
AccountingとFinancial Managementは連続して実施される計画であったが、それぞれを担
当する講師の予定が合わず、両科目の間にはおよそ１か月間空いてしまっている31。 

ｃ）講師の多くは民間企業にかかわる業務経験者 

PDMの成果の一つに“Business Courses will be continuously offered to provide practical 
knowledge and skills pertinent to the market economy.”とあり、成果の効率的な実現をめざ
し、講師選定段階から効率的投入を意識していたと評価する。具体的には、講義の中で

自らの業務経験やコンサルティングの実例を踏まえ、実際の企業においてどのように問

題解決に臨んできたのかを受講生にわかりやすく伝えるビジネスコースを実施していく

ことと定義できよう。そのため、ビジネスコースの講師としては、日本人講師、現地人

講師共に実際の企業での業務経験等やコンサルティングの経験を有し、自らの実体験を

織りまぜながら講義を実践できることを選定の条件としている。 

ｄ）進む現地化の基盤整備 

PDMの成果の一つに“･･･pertinent to the market economy. The implementation of the 
courses will be gradually localized”とあるが、既述のように、日本人講師の派遣等を除き、
相当部分の運営が現地職員によって既になされており、その領域は今後さらに拡大する

ものと見られる。つまり現地職員の効率的な投入が既に実施されており、現地化を前提

としたビジネスコース運営のための基盤整備が長期専門家の努力により漸次進行してい

るものと見られる。 

ｅ）若干課題がある教室間の動線（前提条件の問題） 

教室の配置や動線の都合上、ビジネスコース受講生が使用している教室を、他活動関

                             
31 元受講生との面談等から、現地講師が担当する会計と日本人講師が担当する財務管理は、連続して教えるべきだという意見
があった。例えば、最初の会計で受講した内容を忘れているため、財務管理の授業の冒頭で会計の基礎を再度講義する必要
があったという指摘があった。 
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係者や受講生等が横断せざるを得ない場合がある。講義を中断するなどビジネスコース

の活動を直接妨げるものではないが、効率性向上のためには是正案の検討等に取り組む

必要はあろう。ただし、本件はビジネスコース固有の問題ではなく、「ウ」国日本センタ

ー全体として解決が必要な事項である点確認したい32。 

ｆ）再考が必要な現地業務費額 

「ウ」国日本センターが設置されている建物の所有者は実施機関組織の下部組織であ

り、初期の二国間の約束に従い賃料支払いは発生していない。しかし、共益費の支払い

は行われており、現地業務費の相当な割合を占めている。そのため、他日本センターと

比べて諸般の活動に割くことができる予算が小さく、したがい専門家や現地職員等の投

入の効率性向上に負の影響を及ぼしていると見られる。前項と同様に、ビジネスコース

固有の問題ではないものの、解決が必要な事項である点確認したい。 

４）インパクト 

ａ）直接的インパクト 

既述のPMPからの「起業家創出」は、ビジネスコースがもたらした直接的なインパク
トとして評価できる。 

PMPコースは本次中間評価が実施されるまで四度行われている。2000年２月にビジネ
スコース事前調査が実施されたころと比較し、後述のように、「ウ」国での起業や就業機

会は拡大しておらず、むしろ衰退しているのが実情である33。そのような状況にもかかわ

らず、第一回および第二回のPMP A-1の受講生の中から３人の起業家が輩出されているこ
とが確認されている34。特筆すべきは、その中の１人がPMP受講中は国営企業に所属して
おり、日本センターのビジネスコースの授業を受けたあとに退職し、起業するというよ

うに、ビジネスコース参加が直接のきっかけになったという点である。他の２人はもと

もとフリーランス的に小さな仕事を受注しており、PMPの受講を通し、「自信を得た」結
果会社組織を立ち上げている。 

間接的インパクトとしては、「自信」を得て修了していった者の存在が挙げられる。面

談等を行った修了生の中には、「現時点では起業をせず、また希望する就職の場を得られ

ていないが、いつの日か素晴らしい起業や就職等の機会が訪れたときに、迅速かつ適確

に行動し、結果を得るための基本資質と自信をビジネスコースを通し得られた」と評し

ているものもいた。また同期の受講生と知り合ったことから世界観が拡がった、将来共

に何かをできる仲間ができたとビジネスコース参加のメリットを語る修了生もいた。 

ｂ）払拭された民業圧迫（＝負のインパクト）と競争の激化 

2000年２月の事前調査では、「ウ」国日本センターのビジネスコースと他類似機関との

相対的関係を図２のように表した。 

 

 

                             
32 日本センターが設置されている場所は、「ウ」国実施機関が指定した建物であり、もともとオフィスビルとしての利用を前提
とした構造であったため、当初レイアウトの段階にて教室の配置の仕方には限界があったものと考えられる。 

33  PMP４受講者の中に経営者がいたが、コースの最中に会社が倒産している。ただし、PMPの科目の一つであるビジネスプラ
ンで次の新規事業を練り上げ、コース修了後実施に移しているようである。 

34  中間評価調査中３人と面談した。２人は観光ビジネス、１人はIT関係で事業展開している。 
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高（実務中心）

ビジネス・インキュベーター（UNDP）

UZINCOMCENTER(対外経済関係省)

実践性 Center for SME Development(GTZ)

Business Communication Center(TACIS)

Market Skills Development Center(TACIS)

世界経済外交大学等のMBA（TACIS）

タシケント国立大学

低（理論中心）

低（外国事情中心） 高 （ウ国事情中心）

ローカル性  
                 出所：ビジネス・コース事前調査報告書、2000.2 

図２ 事前調査時での日本センタービジネス・コースのポジショニング 

 

本中間評価調査の結果、図２の構造は４年たった現在でも大きくは変わっていない。

また、日本センターのビジネスコースのように企業経験を有する講師を中心とした問題

解決型の実践的講義の提供は、いずれの機関でも日本センターほど積極的には実施され

ていないと考えられる。したがい、2000年のビジネスコース事前調査時点でJICA関係者
に懸念されていた「日本センターのビジネスコースによる民業圧迫」という問題は顕在

化しておらず、日本センターのビジネスコースが「ウ」国に対し負のインパクトをもた

らしてはいないものと評価される。 

図中にゴシックで記されているのは2002年に入ってから新たに設置された米英系の二

大学であり、米系はMBAコースを、英系は学部レベルのビジネスコースを立ち上げてい
るが、いずれも世界経済外交大学と同様に理論中心の授業であること、講師がウズベキ

スタン人講師を主体としており、日本センターのビジネスコースと直接競合するもので

はないと見られる。 

５）自立発展性 

ａ）蓄積されるInstitutional Memory 
既に幾度か言及しているように、ビジネスコース「運営ノウハウ」は蓄積されている。

特筆すべきは、そのノウハウが現地職員に蓄積されているだけではなく、ビジネスコース

そのものに蓄積されている点である。具体的には、受講生データ、講師教材、受講生や

講師の成績や評価等の相当量の情報が整理（ファイリング）されていることを指す。 

中間評価調査中も各種データの提供をビジネスコース関係者に依頼したが、多くの情

報が迅速に提出された。このような体制はビジネスコース専門家による努力はもちろん

のこと、業務調整専門家等の現地職員に対する指導の賜物であると推察され、自立発展

性の萌芽に大きく寄与しているものと評価される。 

Uzbek-American Business Academy (2002設置) 

Tashkent Branch of Westminster University 
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情報の整理のほか、PMPのように５か月の間連続して講義が実施されるコース運営を
通し、「受講生のニーズ」に応えようとする姿勢もノウハウの一つとして現地職員には定

着しつつあると推察された。短期セミナーのように受講生と３日だけ接するわけではな

く、５か月間ほぼ毎日顔を合わせることになり、それぞれの講師よりも現地職員の印象

が日本センターのビジネスコースの評判を左右しないともいえない35。現地職員はその点

を心得ており、真摯な態度でビジネスコース運営にあたっていると推察され、自立発展

性の重要要素として今後も現地職員の育成を心掛け、ビジネスコースにて今後も業務を

続けるべくインセンティブを与えることを日本センター関係者およびJICA本部にて検討
するべきと考える。例えば、３人の現地職員は日本での留学経験者またはPMP修了生で
あることから、いずれも通常のウズベキスタン人と比べ相対的に日本と強い関係を有す

ると推測されるので、日本等への研修機会の付与、賃金に見合ったより責任ある業務の

委任等を通し、更なる能力開発とビジネスコースへの持続的貢献を企図するのも一案で

ある。 

ｂ）口コミで拡がりつつある、日本センターブランド 

（２）で詳述するが、「ウ」国日本センターのビジネスコースはブランドの構築に成功

したといえ、自立発展性担保への足掛かりを築いたと評価される。ブランドとは、 

「①旨い（講義の品質）、②安い（受講料）、③清潔（選考、成績評価の透明性）」 

である36。日本センターに限らず事業を持続させるには採算性のほか様々な要素が必要と

され、一つの原則が上述の３点であろう。民間事業であれば旨さと安さの比例関係維持

には限界があるが、公的機関である日本センターの場合には「旨い（講義の品質）、安い

（受講料）」は共存可能である。 

注目すべきは、既述のように、ビジネスコースの評価（＝日本センターブランド）が

口コミで拡がっていると推察される点である。既述のように、PMP４の応募者の半分は
広告等でビジネスコースの存在を知ったのではなく、知人や上司からの紹介をきっかけ

としており、つまり口コミがビジネスコースの紹介を増幅する状態が生まれつつあると

考えられる。なお、仮に企業が派遣したり、また従業員のPMP参加を支援する状態が増
加した場合、それは「リピーター」が発生していることとなり、自立発展性担保の大き

な貢献要素と評価できる37。 

PMP３と４は、主要経済新聞２社にて広告を出している。一方でPMP１のときは新聞
のほか、ラジオ、雑誌、また新聞も３社以上を媒体として広告している。つまり、広告

による募集の範囲を狭めているにもかかわらず、応募者数が増えている現象を見る限り、

PMPは回を重ねるごとに優良ビジネスコースとして高く評価されつつある可能性のある
点を強調したい。 

 

（２）補足的評価：「ウ」国日本センターのビジネスコース成功の深層 

これまでの分析・評価からもわかるように、「ウ」国日本センターのビジネスコースは成果

                             
35  受講生アンケートおよび日本人講師の短期専門家としての帰国報告書にも、現地職員の受入れ体制に対する高い評価が書か
れている。 

36  清潔感には、日本センターの入り口から始まる清廉で合理的な全体的印象も含まれるものと見られる。 

37 PDMにおける成果の指標として有効と思われる。 
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の達成、プロジェクト目標の達成に向け、着実な前進を続けているだけでなく、実施機関や

直接の受益者である受講生からも高い評価を得ており、JICAプロジェクトとしては十分「成
功」しているといえる。他方で、日本センタープロジェクトが旧来のJICA技プロと異なる面
が多々あるため、本中間評価調査においては前項で行った５項目評価のほか、日本センター

のビジネスコース特有の評価の観点を模索すべく、以下のような考察を行った。 

１）ニーズを適確に捉えた日本センターブランド構築 

「ウ」国日本センターのビジネスコースは２年半の活動の結果、先述のような日本セン

ターブランドをつくりあげることに成功している。日本センターに行けば、「良質で、安く、

公平な扱いをする」ビジネスコースに参加できるという印象をウズベキスタン人の間に

徐々に拡げつつある。2000年２月のビジネスコース事前調査では、ウズベキスタン人がそ

れまでの欧米ドナーが展開してきた短期コースに対し必ずしも良い印象を有していなかっ

たことがわかっている。表４に事前調査レポートの一部を抜粋したが、実務上の問題解決

を時間をかけて学べる研修コースを人々が望んでいたことが理解できよう。 

 

表４ 期待される日本センター 

･･･もう１点は、欧米を主体としたこれまでのドナーの研修方法に多少「厭きた」ことで
ある。例えば多くの研修が、大教室での一方的な講義であったことが指摘されている。
つまり少数に対する「じっくり」とした研修、もしくはディスカッションやケーススタ
ディを中心とする「問題解決型研修」が少なかったことに対する不満があるようである。
日本センターのビジネスコースにおいては大教室でのセミナー型研修に重きを置かない
でほしい、という要望が散見された。 

    ビジネスコース事前調査報告書 2000年２月より 

 

このように、「ウ」国の人々は講師と受講生が対話可能な双方向な授業を求めていたのだ

といえる。双方向な授業とは講義中の講師との質疑応答を指すだけでなく、例えばコース

修了後職場に帰りそこで直面した問題へのアドバイスを担当講師から得たいというところ

まで含まれるというのが事前調査時の結果の一つであった。またそのような講義を実現す

るには、受講生数が多くとも25人程度でなければ実現は難しいと考えられ、PMPでも一ク
ラス25人以下としている。 

PMPでは、仮に担当の日本人講師が既に帰国していても、現地講師へのコンタクトまた
長期専門家や現地職員を通じ、必要な回答を与えようとするなど、受講生のニーズに応え

る努力を常に行ってきた。年に数回１週間のセミナーを大勢の受講生に対し行っていたの

では、上述のようなウズベキスタン人のニーズに応えることは困難であるといえよう。 

２）知日派、親日派育成というビジネスコースの役目の認識 

初代のビジネスコース運営指導専門家はビジネスコースの役割の一つを「日本ファンを

つくる」ことであるという認識を有している。「国際社会から取り残された」という印象を

もちつつあったウズベキスタン人に対し、日本センターのビジネスコースが良質な研修を

実施したことは、知日派、親日派育成の育成という点では非常にタイムリーであったと評

価できる。 

2000年２月実施の事前調査時と比べ、後述のように「ウ」国の一般国民は経済の大きな

飛躍、すなわち雇用機会の増大、生活レベルの向上への期待がかえって薄れてきていると
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推察される。４年前までEUを中心に、市場経済化支援と絡めた人材育成プロジェクトが多々
あり、図２の各機関もその支援の一部を受けていた。しかし、欧米が予想していた進度で

市場経済化は進まず、援助も大きくは伸びなくなっていた。また海外民間企業投資もトル

コ、韓国を除いてはそれほどには活発ではなく、石油開発で湧く隣国カザフスタンには大

きく水を開けられたというのが現地関係者の見方である。経済的困窮もあって、海外への

人材流出も小さな問題ではなくなりつつあるという指摘もある。このように経済開発が思

ったほど進捗せず、「国際社会から取り残された」という印象を人々がもちつつあるが、我

が国は日本センターを拠点に「ウ」国の人づくりに積極的に支援を続けており、ビジネス

コースの活動も大きく貢献している。海外での留学が可能な人々は隣国カザフスタンの大

学院、また欧米へと進路を求めることが可能だ。しかし優秀でありながら、金銭的困難か

ら学習を継続できない人々の受け皿としての役割が日本センターのビジネスコースには確

立されつつある。PMPコースの修了生のすべてが起業をせず、また就職を果たしえないこ
とも多々あるが、「ウ」国の人々は「旨く、安い」ビジネスコースを提供する我が国に対し、

好感を持ち続けることは確かであり、日本センターのビジネスコースの活動が、長期的に

は「知日派、親日派」を育成しているのだといえる。 

３）開発援助プロジェクトとしてのメリットの活用 

PMPの受講料は240ドルであり、公務員の初任給が月額30ドル程度の「ウ」国において、
５か月の受講料が240ドルというのは決して小さな金額ではない。しかし、類似機関と比べ

時間単価を比べ格段に低い価格設定であり、日本からの講師派遣、現地講師に支払う謝金

等の金額を考えると、破格の安さにて良質の講義が提供されているのだといえる。つまり

「ウ」国日本センターのビジネスコースは利益を出さなければならない民間努力だけでは

実現不可能なこと業と見るべきであり、開発協力プロジェクトであったからこそ、なしえ

たのだという点は強調したい38。 

４）実施機関のメリットに対する的確な対応 

ビジネスコースが成功と考えられる外部要因については先述の５項目評価の有効性等の

項で既述のとおりであるが、その中で「日本センターの実施機関が大学ではない」という

点は、７つある日本センターの中で唯一「ウ」国の状況である。基本分析は既述のとおり

だが、ここでは実施機関にとってのビジネス・コース存在のメリットについて考察する。 

他国日本センターはすべて大学を実施機関としている。日本センターが設置されている

市場経済移行国では、政府は大学に対し民営化や独自財源の確保を指示する傾向がある。

日本センター実施機関がそのような状況にある場合、実施機関である大学は、日本センター

のビジネスコースが自らの大学の売り上げ増や収益向上に資することを願うようになる

（また要請段階からそのような期待があるとも考えられる）。例えば、大学が雇用する講師

が日本センターのビジネスコースにて講義を（アルバイトとして）行うことにより、講師

謝金等が得られるようになることを期待する。このように、日本センターの実施機関であ

る大学は日本センターのビジネスコースから具体的かつ直接的メリットがもたらされるこ

とに期待し、期待への応答が既述のように日本センターのビジネスコースの運営上の一つ

                             
38  大学であれば単位取得や卒業証書の授与がなされるので単純な比較はできない。最終的には応募者が何に重きを置くかによ
ると思われる。 
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の負担となることがある。しかし、「ウ」国日本センターの実施機関は、自らの職員のビジ

ネスコースでの講師としての活用や職員として雇用等をメリットとは思ってはいないよう

である。つまり、日本センターのビジネスコースが自らの組織や個々の職員に直接的に利

益を供与することがなくとも「ウ」国の日本センターの実施機関は問題とはしないのだと

推察できる。むしろ、「品質の高い研修を地道に実施している」「日本は『ウ』国を積極的

に支援している」という様子が「ウ」国の人々に広く、明確に理解されている状態そのも

のが、「ウ」国の日本センターの実施機関にとって大きなメリットになっていると考えられ

る点を強調したい39。 

実施機関の対外経済関係庁は、今後はビジネスコースの地方展開に期待を寄せている。

これまでと同じ品質のビジネスコースが地方においても提供されることを、実施機関はメ

リットと考えると理解する。ただし、「ウ」国における地方都市のインフラ事情、住環境等

からタシケントで実施されているビジネスコースと全く同様の活動を早晩行うことはかな

り困難と想像される。したがい、規模等は縮小されるであろうがこの２年半で築き上げた

ビジネスコースの価値を見失わないことで、実施機関のメリットを意識した活動が今後と

も重要であると考える40。 

 

                             
39  実施機関の対外経済関係庁は行政改革の一環で職員数を大幅に削減した。アルバイトをするための時間を有する（暇な）職
員はそもそもほとんどいないものと推測される。 

40  実施機関が大学である場合、ビジネスコース修了を大学の一単位とすること、大学講師へのトレーニングをビジネスコース
を通じて行うことなどでメリットの創造方法が考えられるが、いずれも「ウ」国日本センターの実施機関にとってはメリッ
トとはならないと見られるので、本報告ではこれ以上の言及は行わないこととする。 
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在ウズベキスタン日本国大使館 

河東 哲夫     特命全権大使 

林 朋幸     三等書記官 

北村 弘子     三等書記官 

松下 智子     専門調査員 

 

ウズベキスタン日本人材開発センター 

岩波 和俊     所長 

鈴木 清美     業務調整員 

関 忠夫     ビジネスコース運営指導専門家 

福島 青史     日本語コース運営指導専門家 

Salombec P. KHABIBULALAEV  共同所長 

Gulmira YUSPOVA    会計主任 

 

国際協力機構 ウズベキスタン事務所 

 柳沢 香枝     所長 

浅見 栄次     所員 

 

Agency for Foreign Economic Relations 

Hasan S. ISLAMKHODJAEV   Deputy Chairman  

Otabeck  ALIMOV     Vice governor of Bukhara region in charge of AFER 

 

The center of supporting exporters and investors “Bukhara roexportmarkaz” 
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British Council 
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タシケント国立経済大学 

Atkham   Sharipovich  BEKMURADOV  Vice rector 

 

タシケント国立東洋学大学 

Bokhodir  Nuritdinovich NAZAROV   Vice rector 

ナザロブ第１副学長 

 

タシケント国立法科大学訪問 

Rakhbar Khamidovna MURTAZAEVA   Vice rector 

 

































評価グリッド・調査結果表 

● ウ政府「The National Program
of the Personnel Training
System人材養成の国家プログラ
ム」等

専門家、関係者
への聞き取り
現地専門家、受
講生への質問状

ソ連時代には各共和国はゴスプラン（国家計画委員会）の計画に従って地
ベキスタンが与えられた主な役割は、綿花栽培という原料供給国の役割で
されず、加工工業は他のロシア都市にまわされた。
当時からウズベキスタンには航空機組立（ノックダウン）、印刷、革製品
他の高度な近代的産業は大部分をロシアやウクライナに頼っていた。199
化を図ってきたので、急激に民間企業が成長するということはなかった。
するという機能は、既存の産業・企業には余り存在しない。言い換えれば
成するという意義は大きい。
さらに今後、民間企業の成長がウ国の経済成長のエンジンとなる。この民
のが、日本センターの使命のひとつである。
一方、ウ政府は1997年10月、「The National Program of the Personnel 
ラム」を策定した。この国家プログラムにもとづき、2005年をめどに段階
る。この構想は新たな経済体制を担い得る人材育成を重点課題として、初
員の量的・質的拡充等を図る計画である。日本センターでの人材育成はこ

● 我が国援助政策等

プロジェクト関
係者への聞き取
り、プロジェト
報告書

ウ国に対する日本政府の援助方針は以下の三つを重点分野としている（20
イ）市場経済化の促進（人材育成、法的制度的システムの整備、産業構造
ロ）インフラの整備（産業の活性化を重視、インフラ維持管理体制の構築
ハ）社会セクターの再構築（保健医療、教育、環境保全）
このうち、本プロジェクトは　イ）の市場経済化の促進（人材育成）とし
ターの人材育成は我が国の援助政策と整合している。

●
●

●

各コースにおける受講者数
受講者、利用者（図書室等）の満
足度
施設利用度

★ビジネス、日
本語、相互理解
専門家、関係者
への聞き取り
現地専門家、受
講生への質問状

JICAの多くのプロジェクト方式技術協力はトレーナーズ・トレーニング
が講議・訓練するという間接（二段階）訓練方式である。しかし本事業は
ナーズ・トレーニングを行うと共に、受講生を公募し、意欲のある人を選
てきた（直接方式）。この両方式の組み合わせは、ウ国の人々の変化する
き、有効である。
これらビジネスコース、日本語コース、相互理解活動の受講者・参加者の
以上が満足していると答えている。
一方、ウ国において、センターは講師陣、授業内容等で群を抜き、ウ国の
る。またセンターは「日本語教師会」の事務局としてウ国の日本語教育業
いる。

●

●

促進要因（プロジェクト活動以外
にプロジェクト目標達成に貢献し
たあるいはしそうな要因）
阻害要因（プロジェクト活動以外
にプロジェクト目標達成にマイナ
スに作用したあるいはしそうな要
因）

調査項目

有効性

評価項目

プロジェクト実施により、
受益者／ターゲットは適切
なサービスを受けているか
★ビジネス、日本語、相互
理解

妥当性

情報源・
調査方法

ウズベキスタン国の開発政
策の一環としての事業であ
るか

日本の援助政策・国別事業
実施計画の一環であるか

←★現地業務費用のストップ事件=初
年度試行期間中の計画策定未発

プロジェクトの成果以外に
目標の達成に影響を与えそ
うな要因
★ビジネス、日本語、相互
理解

調査結果

現地専門家、関
係者への質問状

本事業の促進要因は、センターの活動にウ政府が協力的であること、カウ
営を任せていること、カリモフ大統領等の政府要人がセンターを来訪し、
を推奨したこと等である。阻害要因は在留邦人が少ないこと、日本企業が
スが活発でないこと等である。

必要な情報／データ

－
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● 量（人数、期間） 現地職員の数は適正である。

● 量（人数、期間） 現地講師と現地職員の数は適正である。最大の問題は非常勤講師の継続的

● 量 現地職員の数は適正である。

●

●
ビジネスコース受講生の就職状況
ビジネスコース受講生の起業状況

専門家、関係者
への聞き取り
現地専門家、受
講生への質問状

センターは、その活動を通じて日本語能力およびビジネススキルの高い人
本に対するウ国の人々の関心を高め、対日理解を深めつつある。またセン
施されていることがさらなる日本理解に繋がっており、本事業はウ国の人
ている。加えて、ビジネスコースの受講生の中から日本センターで学んだ
功しつつある事例も複数見い出された。彼等は日本センターで学んだお陰
り組めるようになったと異口同音に述べている。しかし、ウ国の市場経済
パクトを評価するには、さらに時間を要する。

● 日本語コース受講生の就職状況 〃

・センターでの日本語学習により、受講生が就職・昇進できた例はほとん
ないため、日本語習得者の雇用先が極めて限られていること、日本企業が
日本語水準が高度であること等による。これらの企業は日本語水準が低い
用する傾向がある。
・しかし今後、大学の日本語コース講師の道が開けるであろう。ただし、
が必要なので、センターの日本語コース終了者が、大学講師と成りうるか
ス日本語」を将来開設すれば、日本企業への就職が進む可能性がある。
・センターは受講生等に日本語能力検定試験を行っている。センターは受
社等に提出している。ウ国の旅行案内、通訳の日本語のレベルは低いので
す可能性がある。

● 日本ファンの数 〃 確実に親日的になった。相互理解活動により日本文化への理解も深まり、
語コースの相乗効果により、日本語弁論大会のスピーチの質も向上した。

● 日本語教師、学習者の数 〃

・日本語教師は98年以降の5年間で4倍の伸び、現地教師は5.6倍。2001年
日本語学習者も最近5年間で2.5倍増加した。センターはこの教師、学習者
・2003年12月現在、日本語教育機関は21、教師数90名、学習者1,680名（
・21機関の地域分散はタシケント7割、サマルカンド2割、フェルガナ1割
・センターの日本語コースは新規募集の際、応募者数は定員の2-4倍にな

〃

ウズベキスタン側のC／Pの当事者意識は醸成されていない。しかし現地職
からの指導を受けて、ビジネスコース、日本語コース、相互理解活動の企
つある。従って、これら現地職員・現地講師に対する技術移転が進んだと
人々という見方もできる。

● センターの財務諸表 〃 財務上の自立は、ビジネスコースや日本語コースは従業料収入があり、特
地講師給料を賄えるほどになっている。

● 今までの２名の業務調整担当者は、タイムリーに派遣された。その両名は
い。

専門家、関係者
への聞き取り
現地専門家、受
講生への質問状

〃

〃

ビジネスコース

自立発展
性

センターの財務状況は良い
か

参加者・受講生はより親日
的となったか

日本語教師、学習者は増え
たか

事業実施主体としての所謂
カウンターパート機関が存
在しない中で、事業体とし
てのセンターのマネジメン
ト、各事業の実施を現地化
していくために、今後とる
べき方策は何か

インパク
ト

効率性

相互理解

日本語コース講師

受講生は就職や昇進できた
か

評価項目

今までの２名の長期派遣専門家はタイムリーに派遣された。その両名は、
の日本人、ウズベキスタン人教師への訓練を行っており、質が高い。
ウズベク人教師は、能力が向上し、初級・中級日本語を教えることができ
い。

質（専門分野、コミュニケーショ
ン能力、NEEDSとの合致度合い）

質（専門分野、コミュニケーショ
ン能力、指導力、企画能力）

調査項目 調査結果

質

●

●

今までの２名の長期派遣専門家は、タイムリーに派遣された。その両名は
画、実行し、質が高い。
今までの短期派遣専門家は、自ら専門科目を教える同時に、現地講師への
今後、公募制による選定により、適正な短期派遣専門家を確保できるかと

必要な情報／データ 情報源・
調査方法

－
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ANNEX II
Project Design Matrix for the Uzbekistan-Japan Center
Duration :  2000. 12. 1 -  2005. 11. 30 ( 5 years )  Main Target Groups : professionals both in private and public sectors / students / the general public.

Verifiable Indicators Means of Verification Important Assumptions
Overall Goal:  

1 The process of transition to a market economy in Uzbekistan will
be enhanced.

2 Mutual Understanding and friendly relations between the two
countries will be reinforced.

Project Objectives:

1 The  Center will play an important role in human resources
development of Uzbekistan toward a market economy.

- Number of applicants for the courses
- Post evaluation by the course participants
- Reputation among the business society

-Questionnaire and interview Interests and efforts of Uzbekistan to
adapt the market economy will not be
reduced.

2 The  Center will promote mutual understanding between the
peoples of the two countries through information services and
other programs.

- Reputation among the citizen                         -
Accessibility for the citizen to utilize the Center

Output:
1 The Center will be effectively managed and accessible for the

general public.
- Number and  capabilities of the Center staff
- Balance between income and expenditure

- Organization chart
- Annual report
- Balance sheet

Continuous support to the Project by
both government will be ensured.

2 Business courses will be continuously offered to provide
practical knowledge and skills pertinent to the market economy.
The implementation of the courses will be gradually localized.

- Number of the courses and participants
- Degree of satisfaction by the participants

- Course curriculum
- Annual report
-Questionnaire to participants

 

3 Japanese language courses will be continuously offered to fulfill
the needs of general public, professionals in business and the
public sectors and Japanese language teachers.  The
implementation of the courses will be gradually localized.

- Number of the courses and participants
- Degree of satisfaction by the participants
- Achievement of Japanese language
-Proficiency of the participants

- Course curriculum
- Annual report
- Questionnaire of participants

4 Publication and visual materials related to the two countries in
such fields as economy, society and culture will be provided.  In
addition, the Center will be fully utilized for exchange program
between the two countries.

- Number of events and participants -Annual report  

Activities: Input : Input :
  ( Japanese side )   ( Uzbekistan  side )

1-1 To establish and operate the Joint Coordination Committee
1-2 To secure necessary personnel and establish the organization of

the Center
- Experts - Space and facility for the Center

1-3 To make the Plans of Operations of the Japan Center for entire
cooperation period and each individual year.

 1) Long-term Experts

1-4 To establish effective management for facility utilization and
equipment maintenance.

 2) Short-term Experts - Uzbekistani  counterpart
personnel

1-5 To conduct publicity activities concerning the Japan Center.
1-6 To train Uzbekistan personnel for the sustainable management

of the Center
- Running expenses for the Center

2-1 To set up and operate the advisory group for consultation on
business courses.

-Uzbekistani course lectures

2-2 To conduct needs surveys on business courses. -Special training course in Japan for selected
Uzbekistani personnel.

2-3 To make a basic design of business courses based on the result
of the needs surveys.

2-4 To make annual implementation plans for business courses.
2-5 To advertise for applicants and select participants Preconditions
2-6 to implement the courses - Equipment: computers, AV, copy machines, printing

machines. Fax and etc.
2-7 To train Uzbekistan personnel who will manage and implement

the business courses.

2-8 To evaluate the outcome of the courses and reflect lessons
learned in future courses

-A portion of expenses

Narrative Summary

－87－




	表紙
	序文
	略語集
	評価調査結果要約表
	目次
	第１章　中間評価調査の概要
	第２章　調査結果の概要
	第３章　プロジェクトの実績に関する調査結果
	第４章　評価結果
	第５章　考察・提言
	補章　ビジネスコース
	付属資料　扉
	１．主要面談者リスト
	２．M/M
	３．評価グリッド
	４．当初のPDM



